
Ｎｏ．１ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
豊橋市 環境部 廃棄物対策課 0532-51-2410 直  通 0532-56-0566 
住  所  〒441-8051 豊橋市今橋町1 担当者氏名 福井 喬晴 

U R L http://www.city.toyohashi.lg.jp/
2806.htm 

E-mail haikibutsu@city.toyohashi.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                   （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 388,000 － 11～20人槽 640,000 － 

 7人槽 483,000 － 21～30人槽 640,000 － 
10人槽 640,000 － 31～50人槽 640,000 － 

   51人槽以上 補助しない － 

 
（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                          （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
１４ ２１ ３     ３８ 

                                                                              前年度実績基数（４０基） 
（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・豊橋市域のうち、下水道法に基づく公共下水道及び流域下水道の認可区域以外の地域で、次に定める区 
  域を除く地域 

  ①豊橋市地域下水道条例（平成11年3月31日条例第28号）で定める地域下水道処理区域 

  ②その他市長が指定する区域 
 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 

（５）〔 補助対象条件 〕 

   ・下記建築物でみなし浄化槽又は汲み取り槽を撤去する場合において、処理対象50人以下の環境配慮型浄
化槽を設置する者 

  ①専用住宅 
②床面積の1/2以上を居住の用に供する併用住宅 

  ③集合住宅 

  ④公民館・地域集会所 

  ⑤その他市長が認める建築物 
 

   ※環境配慮型浄化槽とは浄化槽の消費電力が表1-1の消費電力基準以下であり、かつ次の基準項目ア～
エのいずれか1つ以上の要件を満たす浄化槽である   

          
表1-1 消費電力基準（通常型 BOD10㎎/ℓ りん除去型）          （単位 Ｗ） 

人 槽(人) 
消費電力 

（通常型）  
消費電力 

（BOD10㎎/ℓ 以下） 

消費電力 
（りん除去型） 

5  47 58 92 
7  67 83 100 

ｎ（10人槽以上） ｎ×8.7＋5 ｎ×10.8＋5 ｎ×16＋14 
    

ア 浄化槽の消費電力が表1-1の消費電力よりもさらに10％以上低減されていること 
   イ 浄化槽本体の大きさがコンパクト化されており、表1-2の総容量の基準を満たすこと 
    

表1-2 浄化槽本体の大きさの基準 
人 槽(人) 総容量（  

5  2.2  
7  3.1  

ｎ（10人槽以上） ｎ×0.45  
    

ウ ディスポーザ対応浄化槽であること 
エ プラスチックを主材料とする浄化槽であって、製品全体の構成部品に含まれるプラスチック

の全重量に占める再生プラスチックの重量割合が、ポストコンシューマ材料の場合は25％以
上、プレコンシューマ材料の場合は50％以上であること。ただし、再生プラスチックにポス
トコンシューマ材料とプレコンシューマ材料を併せて使用する場合は、以下の式による 

 



プレコンシューマ材料重量 
(％)×½ ＋ 

ポストコンシューマ材料重量 
(％) ≧25 

プラスチック全重量 プラスチック全重量 

 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項又は第6条の2第1項に基づく確認を受けて設置する者 
  ②本市に納付すべき市税を滞納している者 
 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し 

  ②排水経路図 

  ③設置場所の案内図 

  ④工事請負契約書の写し（ただし、工事内容及び代金が記載されたものに限る。またみなし浄化槽撤去 
   処分の補助金の交付を受けようとする場合も同様とする。） 

  ⑤工場生産浄化槽認定シート又は設計計算書の写し 

  ⑥全国浄化槽推進市町村協議会に登録された浄化槽にあっては浄化槽メーカー等の登録証の写し及び登
   録浄化槽管理票 

  ⑦豊橋市税の納付状況に係る誓約書 
⑧その他市長が必要と認めるもの 
 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：完了後速やかに提出 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が当該浄化槽の保守 
   点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査契約書（7条・11条）の写し及び浄化槽法定検査依頼書（7条検査手数料納入済）の副 
   本 

  ③浄化槽設置に要した費用の請求書及び領収書の写し（併せてみなし浄化槽の撤去処分工事を行う場  
   合は、撤去に要した費用の請求書及び領収書の写し） 

  ④チェックリスト 

  ⑤施工の写真（併せてみなし浄化槽の撤去処分工事を行う場合は、その工事写真） 

  ⑥その他市長が必要と認めるもの 
 

（９）〔 その他 〕 

   ①みなし浄化槽から浄化槽へ転換する場合、撤去費補助として、上限9万円の上乗せ補助を行っている 
  ②既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限10万円の補助を行っている（下水道接続時の

み・工事費用の2/3） 

 

 ※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．２ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
岡崎市 環境部 廃棄物対策課 0564-23-6871 直  通 0564-23-6536 
住  所  〒444-8601 岡崎市十王町2-9 担当者氏名 本  多 

 U R L http://www.city.okazaki.lg.jp/ 
index.html 

E-mail haikibutsu@city.okazaki.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                      （単位：円） 

人槽区分 自主的に設置 
 

特定地域 

建替又は増築に伴う設置 
 

特定地域 

雨水貯留槽への転用撤去 
 5人槽 550,000 

－ 

444,000 

－ 

 
90,000 

 

 

 7人槽 729,000 

－ 

486,000 

 

90,000 
 10人槽以上 942,000 

－ 

576,000 

 

 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                              （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
７ ４８ ５     ６０ 

                                                                              前年度実績基数（６０基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・次の区域を除く市内全域 

  ①下水道法(昭和33年法律第79号)第4条第1項の認可を受けた予定処理区域 

  ②岡崎市農業集落排水事業分担金条例（平成5年岡崎市条例第12号）第3条の規定に基づき市長が公告した
排水区域 

  ③その他市長が特に定めた区域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 

（５）〔 補助対象浄化槽 〕 
  次の各号のいずれにも適合するもので市長が認めるもの 
  ア次のいずれかに該当すること（高度処理型浄化槽） 

①総窒素濃度が20㎎/ℓ（日間平均値）以下又は全燐濃度が1㎎/ℓ（日間平均値）以下の機能を有する
もの 

②総窒素濃度が20㎎/ℓ（日間平均値）以下及び全燐濃度が1㎎/ℓ（日間平均値）以下の機能を有する
もの 

 
  イ浄化槽の消費電力が別表1に定めるとおりであること（環境配慮型浄化槽） 
        別表1 

人 槽(人) 通常型（BOD20㎎/ℓ 以下）  BOD10㎎/ℓ 以下 

5  47W 58W 
7  67W 83W 

10    92W 113W 
11～  人槽×8.7＋5(W) 人槽×10.8＋5(W) 

 
ウ次のいずれか1つに該当すること（環境配慮型浄化槽） 
 ①浄化槽の消費電力が別表1に定めるものよりさらに10％以上低減されていること 
 ②浄化槽本体の大きさがコンパクト化されており、総容量が別表2に定める基準を満たすこと 
  別表2 

人 槽(人) 総容量 
5 2.2  
7 3.1  
10 4.5  
11～   人槽×0.45( ) 

 ③ディスポーザ対応浄化槽であること 
 ④プラスチックを主材料とする浄化槽であって、製品全体の構成部品に含まれるプラスチックの全重量

に占める再生プラスチックの重量割合が、ポストコンシューマ材料の場合は25％以上、プレコンシュ
ーマ材料の場合は50％以上であること。ただし、再生プラスチックにポストコンシューマ材料とプレ
コンシューマ材料を併せて使用する場合は、別表3の算出式による 
別表3 

プレコンシューマ材料重量 
(％)×½ ＋ 

ポストコンシューマ材料重量 
(％) ≧25 

プラスチック全重量 プラスチック全重量 



（６）〔 補助対象者 〕 

    ①申請日時点で撤去又は雨水貯留槽へ転用するみなし浄化槽又はくみ取り便槽が設置されている建築物
の所在地に住民登録がある者（個人に限る。）ただし、申請日時点で設置場所に住民登録が確認でき
ない場合において、その理由がやむを得ないものとして市長が認める場合は除く 

  ②市税に滞納がない者 
 

（７）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項の設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項若しくは
第6条の2第1項に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②補助金の交付決定以前に浄化槽の工事に着手した者 

 

（８）〔 市費補助金等交付申請書に添付する書類 〕   

 ・提出期限：法第5条第1項に基づく設置の届出をした日から、法第5条第2項に基づく審査期間を経過した後、
もしくは建築基準法第6条第1項または第6条の2第1項の確認済証の交付を受けた後 

  ①岡崎市浄化槽転換設置整備事業計画書 

  ②設置工事見積書若しくはそれに代わるもの 

  ③撤去工事見積書又は転用工事見積書若しくはそれに代わるもの 

  ④浄化槽設置届出書の写し又は建築確認済証の写し 

  ⑤浄化槽調書の写し（建築確認による場合） 
⑥設置場所付近の地図 
⑦浄化槽の設置又は撤去（転用）位置並びに排水経路を示す図 

  ⑧設置する補助対象浄化槽の算定基準となる建築物の見取り図 

  ⑨指針が適用される補助対象浄化槽にあっては、浄化槽登録証の写し 

  ⑩設置する補助対象浄化槽の構造図面 

  ⑪指針が適用される補助対象浄化槽にあっては、当該指針に適合したことを証する登録浄化槽管理票Ｃ票 

  ⑫「浄化槽機能保証制度」の対象となる補助対象浄化槽にあっては、一般社団法人全国浄化槽団体連合会
が保証登録したことを証する書面 

  ⑬浄化槽を設置する者が浄化槽設備士であることを証明する書面の写し（昭和62年以前の浄化槽設備士の
資格者にあっては、小規模合併処理浄化槽施工技術特別講習会の修了証書の写しも併せて添付） 

  ⑭市税の滞納がないことを証する書類（直近1か月以内のもの。写し可）なお、納税証明書の交付を受け
ることができない者は、納税証明書不添付理由書 

⑮設置する補助対象浄化槽の人槽の算定基準となる建築物を借りている者にあっては、建築物の所有者の
承諾書 

  ⑯その他市長が必要と認める書類 

 

（９）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

  ・提出期限：当該年度の 2月末日まで 
    ①収支精算書 

  ②設置工事収支精算書 

  ③撤去工事収支精算書又は転用工事収支精算書 

  ④領収書の写し（原本証明をしたもの） 

  ⑤工事チェックリスト 

  ⑥工事請負契約書の写し 

  ⑦浄化槽法定検査契約書の写し 

  ⑧浄化槽法定検査依頼書の副本 

  ⑨浄化槽維持管理（保守点検及び清掃）契約書の写し 

  ⑩工事完了後の浄化槽の設置又は撤去（転用）位置並びに排水経路図を示す図 

  ⑪工事写真 

  ⑫承認申請を伴う変更以外で交付申請の内容に変更があった場合は、岡崎市浄化槽転換設置整備事業補 
   助金交付申請に関する変更届及びその変更に関する書類 

  ⑬浄化槽使用廃止届出書の写し 
⑭浄化槽使用開始報告書の写し 
⑮その他市長が必要と認める書類 
 

（１０）〔 その他 〕 

   ①みなし浄化槽から浄化槽へ転換する場合、撤去費補助として、上限9万円の上乗せ補助を行っている 
  ②既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限9万円の補助を行っている 

 

 

 ※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 



Ｎｏ．３ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
一宮市 環境部 浄化課 0586-45-4423 直  通 0586-45-4933 
住  所  〒491-0201 一宮市奥町字六丁山8 担当者氏名 請  井 

U R L 
http://www.city.ichinomiya.aich
i.jp/shisei/shinososiki/1010123/

1002798.html 
E-mail joka@city.ichinomiya.lg.jp 

  

（１）〔 補助金額 〕                                                      （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 332,000 － 11～20人槽 548,000 － 

 7人槽 414,000 － 21～30人槽 548,000 － 
10人槽 548,000 － 31～50人槽 548,000 － 

   51人槽以上 補助しない － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                （単位：基） 

5人槽 6・7人槽 8～50人槽 合 計 
３１ ２５ １ ５７ 

                                                                前年度実績基数（２９基） 

 

（３）〔 補助対象地域 〕 

  ・ 一宮市内のうち次の区域を除く全域 
①当該年度4月1日現在における公共下水道事業計画区域（同日現在既に下水道工事が完了している区域並

びに同日現在下水道工事に着手している区域及び着手する事が確実な区域に限る。ただし、市長が補助
金を交付することが相当として認める区域を除く。） 

②市長が指定した区域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①専用住宅（延べ床面積の2分の1以上を居住の用に供する併用住宅を含む。） 

  ②処理対象人員50人以下の環境配慮型浄化槽を転換設置しようとする者（個人に限る） 
   ※環境配慮型浄化槽とは浄化槽の消費電力が表1-1の消費電力基準以下であり、かつ次の基準項目ア～

ウのいずれか1つ以上の要件を満たすこと   
          

表1-1 消費電力基準（通常型 BOD10㎎/ℓ りん除去型）          （単位 Ｗ） 

人 槽(人) 
消費電力 

（通常型）  
消費電力 

（BOD10㎎/ℓ 以下） 

消費電力 
（りん除去型） 

5  47 58 92 
7  67 83 100 

ｎ（10人槽以上） ｎ×8.7＋5 ｎ×10.8＋5 ｎ×16＋14 
    

ア 浄化槽の消費電力が表1-1の消費電力よりもさらに10％以上低減されていること 
   イ 浄化槽本体の大きさがコンパクト化されており、表1-2の総容量の基準を満たすこと 
    

表1-2 浄化槽本体の大きさの基準 
人 槽(人) 総容量（  

5  2.2  
7  3.1  

ｎ（10人槽以上） ｎ×0.45  
    

ウ プラスチックを主材料とする浄化槽であって、製品全体の構成部品に含まれるプラスチック
の全重量に占める再生プラスチックの重量割合が、ポストコンシューマ材料の場合は25％以上、
プレコンシューマ材料の場合は50％以上であること。ただし、再生プラスチックにポストコン
シューマ材料とプレコンシューマ材料を併せて使用する場合は、以下の式による 

 
プレコンシューマ材料重量 

(％)×½ ＋ 
ポストコンシューマ材料重量 

(％) ≧25 
プラスチック全重量 プラスチック全重量 

 



（６）〔 欠格要件 〕 

    ①建築基準法（昭和25年法律第201号）6条第1項の規定に基づく確認が必要な建築（新築・改築・増築・
移転）に伴い環境配慮型浄化槽を設置（浄化槽の変更を含む）する者 

②浄化槽法第5条第1項に基づく設置届出の審査を受けずに環境配慮型浄化槽を設置する者 

  ③一宮市内に住所を有しない者 

  ④建物又は土地を借りている者で、転換設置について賃貸人の承諾が得られない者 

⑤補助事業の年度内に転換設置を完了することができない者 
⑥補助金の交付決定前に補助事業に係る工事（既存便槽の撤去工事を含む。）を着工した者 
⑦市税に未納がある者 
⑧暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下、「暴対法」という。）第2条第6

号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）及び暴力団（暴対法第2条第2号に規定する暴力団をいう。
以下同じ。）又は暴力団員と堅密な関係を有する者 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 
・提出期限：当該年度の2月末日 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し 

  ②設置場所の案内図 
③既存便槽の写真、位置図 

  ④配置図及び排水経路図（設置する浄化槽へ流入するし尿及び家庭雑排水の配管及び升が明記されたも
の） 

  ⑤浄化槽工事見積書の写し（浄化槽の価格及び設置費並びに廃止する既存便層の処分費用が記載されたも
の） 

  ⑥浄化槽設置工事請負契約書の写し 

  ⑦全国浄化槽推進市町村協議会で規定する有効な登録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

  ⑧浄化槽機能保証制度に基づく保証登録証（市町村用） 
⑨浄化槽設備士免状の写し及び昭和62年度以前に資格を取得した設備士ついては特別講習の修了証書の

写し 

  ⑩型式適合認定書及び仕様書・図面 

  ⑪建物又は土地を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ⑫市税に未納のない証明書 
⑬その他、市長が必要と認める書類 

 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

  ・提出期限：事業完了後1ヶ月以内又は当該年度の3月15日のいずれか早い日 

    ①浄化槽保守点検業者との業務委託契約書の写し 

  ②浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し 
    ③浄化槽法定検査契約書（7条及び11条）の写し 
  ④浄化槽法定検査依頼書（7条検査手数料納付済）の副本 

⑤転換設置に要した費用の領収書及び請求書の写し 

  ⑥浄化槽設備士の証するチェックリスト 

  ⑦工事施工の写真（建物の一部が写り込んだサービス判サイズの写真に説明と撮影日を記載してA4 
      縦長の用紙に添付又は印刷したもので、次の各号に掲げる状態が確認できるもの。） 
    ア 工事着工前 
    イ 既存みなし浄化槽の撤去が確認できるもの（撤去費加算対象工事のみ） 
    ウ 浄化槽設備士が実地に監督又は工事をしていること 
    エ 基礎工事中の栗石地業及び捨てコンクリートの施工状況 
    オ 据付工事において、水平を確認しつつ水締め及び突き固め作業を行っている状況 
    カ バルブの操作など維持管理が容易に行えること 
    キ 浄化槽の型式認定証 
    ク ポンプの設置が確認できるもの（ポンプ設置の場合） 
    ケ 上部スラブコンクリート 
    コ 工事完了後（工事着工前と同一地点から撮影したもの）       

⑧既存みなし浄化槽を廃止した場合は、浄化槽廃止届の写し 

  ⑨その他市長が必要と認めるもの 

 

（９）〔 その他 〕 

   ①既存みなし浄化槽を撤去処分する場合は、撤去処分費を限度額とし、9万円を加算する  
      補助額に1千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる 
  ②既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限30万円の補助を行っている 

 



Ｎｏ．４ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
瀬戸市 都市整備部 下水道課 0561-85-1213 直  通 0561-82-7134 
住  所  〒489-0889 瀬戸市原山町1-7 担当者氏名 安藤 芳浩 
U R L http://www.city.seto.aichi.jp/ E-mail gesuido@city.seto.lg.jp 

 
（１）〔 補助金額 〕                                                                      （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 332,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 414,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 548,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

 
（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                     （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
１３ ４ １     １８ 

                                                                                     前年度実績基数（１２基） 

 
（３）〔 補助対象地域 〕 

   市内全域（公共下水道事業計画区域は除く） 
 
（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 
（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、平成4年10月30日付衛浄第34
号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める浄化槽設置整備事業における
国庫補助指針が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの。かつ（一社）全国浄化槽団体連合
会が実施する浄化槽機能保証制度に基づき、保証登録「国庫補助事業等における浄化槽機能保証制度の
適用について」（平成6年8月1日付衛浄第51号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長
通知）されたものに限る。 

  ②専用住宅 専ら居住の用に供する建物又は延べ床面積の2分の1以上を居住の用に供する建物に設置す
   る者 

     ③みなし浄化槽又は汲み取り便所を廃止し浄化槽を設置する者 
 
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①専用住宅を新築又は建替えをすることに伴い、浄化槽を設置する者 

  ②専用住宅を増築する事に伴い、し尿浄化槽の処理対象人員の算定で、既存のみなし浄化槽を切替る必要
が生じたことにより浄化槽を設置する者 

③浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査を受けずに、浄化槽を設置する者 
④自らの居住の用に供しない専用住宅に浄化槽を設置しようとする者 

⑤住宅等を借りている者で、浄化槽の設置についてその賃貸人の承諾が得られない者 
⑥市税を滞納している者 

⑦家庭から出る雑排水を浄化槽で処理することなく公共水域に放流する者 

  ⑧みなし浄化槽を切替える場合のみなし浄化槽の処分方法は、「掘り起こし」又は「埋め殺し」とし、 
   この処分方法に従わない者 
  
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①設置場所の案内図 

  ②配置図（浄化槽の位置、屋内外の配管等の位置及び、放流先を示す図） 
  ③浄化槽設置届出書（裏面も含む）又は、建築確認通知書（浄化槽調書を含む）の写し 

④工事請負契約書の写し（原本確認が必要） 
⑤工事工程表 
⑥工事費見積書の写し 
⑦浄化槽設備士免状（S62年度以前の資格取得者は、特別講習修了証）の写し 
⑧工場生産浄化槽認定シート 
⑨全国浄化槽推進市町村協議会証明の登録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

⑩（一社）全国浄化槽団体連合会証明の保証登録証（市町村用） 

  ⑪市税納付状況確認同意書 

 
 



（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

  ・提出期限：補助事業の完了の日から起算して1ヶ月以内又は当該年度の3月末日のいずれか早い日 

①浄化槽使用開始報告書又は、し尿浄化槽工事完了報告書の写し 

    ②浄化槽法定検査（7条及び11条）契約書の写し、及び依頼書(7条検査手数料納入済) 
  ③浄化槽保守点検業者との保守点検業務委託契約書の写し 

  ④工事の状況を示す写真（写真撮影マニュアルに基づくもの） 
⑤工事完了時に浄化槽設備士が確認したチェックリスト             

    ⑥工事請負代金の請求書の写し 
⑦工事請負代金の領収書の写し 
⑧みなし浄化槽廃止届出書の写し 

 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．５ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
春日井市 環境部 環境保全課 0568-85-6217 直  通 0568-84-8731 
住  所  〒486-8686 春日井市鳥居松町5-44 担当者氏名 安藤 崇文 
U R L http://www.city.kasugai.lg.jp/ E-mail hozen@city.kasugai.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                （単位：円） 

区分 人槽 

補助交付限度額 
公共下水道事業認可区域（雨水整備のみの事業認可
区域を除く。）を除いた区域 

左記以外の補助
対象地域 

①重点的に整備する区域 ②重点区域以外の区域 

新設・建築確認申請を伴う
工事を行う場合 

 5人槽 80,000 80,000 

5人槽  80,000 
7人槽  110,000 
10人槽  140,000 

 7人槽 110,000 110,000 

10人槽 140,000 140,000 

くみ取り便槽・みなし浄化
槽からの転換の場合 

（撤去を伴わない場合） 

5人槽 560,000 430,000 

7人槽 790,000 620,000 

10人槽 1,010,000 810,000 

みなし浄化槽を撤去し、転
換する場合 

5人槽  650,000  520,000 

7人槽  880,000  710,000 

10人槽  1,100,000  900,000 

 ※設置に要する費用の合計額の８０％に相当する額以内とする 
 
（２）〔 平成３０年度の補助計画基数  〕                                           （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
１５５ ６３ １２     ２３０ 

                                                                             前年度実績基数（２４０基） 

（３）〔 補助対象区域 〕 

 ・ 公共下水道事業認可区域（雨水整備のみの事業認可区域を除く。）を除いた区域 
 ・ 計画変更に伴い新たに公共下水道事業認可区域に編入された区域で、編入された区域を単位として下水

道の供用開始がなされていない区域（雨水整備のみの公共下水道事業認可区域を除く。） 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕重点区域 
地 域 区 分 町                     名 

中部・南部地区 下条町の一部、下津町の一部、上条町の一部、中切町の一部及び弥生町の一部 
西 部 地 区 岩野町の一部、大手町の一部、上田楽町の一部、鷹来町の一部、田楽町の一部及び

町屋町の一部 
東 部 地 区 木附町の一部、高蔵町の一部、高座町の一部及び玉野町の一部 
北 部 地 区 上野町の一部及び坂下町の一部 

            

（５）〔 補助対象条件 〕 

   ①補助対象地域において、専用住宅に浄化槽を設置（既存のくみ取り便層又はみなし浄化槽から転換し、
浄化槽を設置する場合を含む。）しようとする者（法人を除く。） 

   ②表1の定める環境配慮型浄化槽であること 
 

・表１ 環境配慮型浄化槽とは、①消費電力基準及び②環境性能のいずれにも該当する浄化槽とする。 

    ①消費電力基準 

     つぎの消費電力基準以下であること。                    （単位W/h）  

 
人    槽 

放流水のBOD濃度が1㍑に

つき10㎎以下の機能を 

有する浄化槽 

放流水の総燐濃度が1㍑に

つき 1㎎以下の機能を 

有する浄化槽 

 
その他の浄化槽 

5  人  槽 58 92 47 
6～7  人槽 83 100 67 
8～10 人槽 113 174 92 

     

②環境性能（ア～エのいずれかの要件を満たすこと） 

     ア 浄化槽の消費電力が表１の消費電力よりもさらに10％以上低減されていること 

     イ 浄化槽本体の大きさが小型化されており、次の総容量の基準を満たすこと    

 



人    槽 総容量（ ） 
5  人  槽 2.2 
7  人  槽 3.1 
10  人  槽 4.5 

          ウ ディスポーザ対応浄化槽であること 

     エ プラスチックを主材料とする浄化槽であって、製品全体の構成部品に含まれるプラスチック 

       の全重量に占める再生プラスチックの重量割合が、ポストコンシューマ材料の場合は25％ 

       以上、プレコンシューマ材料の場合は50％以上であること。 

       ただし、再生プラスチックにポストコンシューマ材料とプレコンシューマ材料を併せて使用 

       する場合は、以下の式による 

プレコンシューマ材料重量 
(％)×½ ＋ 

ポストコンシューマ材料重量 
(％) ≧25 

プラスチック全重量 プラスチック全重量 

 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項 
   の規定に基づく建築確認を受けずに、浄化槽を設置する者 

  ②住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③販売及び賃貸の目的で浄化槽を設置する者 

  ④11人槽以上の浄化槽を設置する者 

  ⑤同一敷地内の生活排水をすべて浄化槽へ接続することができない者 

  ⑥専用住宅のうち事務所、店舗その他これに類するものに供する部分から汚水又は雑排水を排出する者 

  ⑦公共事業等の移転補償として、浄化槽の設置に係る補償を受けようとする者 

  ⑧その他市長が適当でないと認める者 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 
・提出期限：当該年度の2月末日まで 

  ①審査を完了した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認済証及び建築確認申請書第1面から第5面の写し 

  ②設置場所の案内図 

  ③配置図（敷地境界線、浄化槽、汚水管、雑排水管、汚水枡、建築物等を図示したもの） 

  ④建物平面図 

  ⑤浄化槽調書の写し（建築確認を受けて浄化槽を設置する場合に限る。） 

  ⑥直近のみなし浄化槽の保守点検、清掃等を実施した年月日を確認できる書類又は申請時においてみな 
   し浄化槽を使用していることを証明する書類（申請者のうちみなし浄化槽の転換の補助を受けようとす
   るものに限る。） 

  ⑦直近のし尿くみ取りを証する書類（領収書）の写し又は申請時においてくみ取り便槽を使用している 
   ことを証明する書類（くみ取り便槽の転換の補助を受けようとするものに限る。） 

  ⑧みなし浄化槽及びくみ取り便槽の状況写真（みなし浄化槽及びくみ取り便槽の転換の補助を受けよう 
   とするものに限る。） 

  ⑨全国浄化槽推進市町村協議会の登録証の写し 

  ⑩登録浄化槽管理票（Ｃ票とその写し） 

  ⑪浄化槽機能保証制度に基づいた保証登録証（市町村用） 

  ⑫型式適合認定書の写し 

  ⑬型式適合認定書別添仕様書及び図面の写し 

  ⑭浄化槽工事の見積書及び浄化槽の設置に係る費用を示す書類（既存のみなし浄化槽を廃止する転換にあ
っては、同槽の撤去に係る費用を示す書類）の写し 

  ⑮浄化槽工事の請負契約書の写し 

  ⑯浄化槽設備士免状の写し及び昭和62年度以前の浄化槽設備士にあっては小規模合併処理浄化槽施工技
   術特別講習会修了証書の写し 

  ⑰賃貸人の承諾書（住宅等を借りている者に限る。） 

  ⑱その他市長が必要と認める書類 

 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

  ・提出期限：設置工事完了後1ヶ月以内又は当該年度の3月15日のいずれか早い日 

    ①浄化槽保守点検業者及び清掃業者との業務委託契約書の写し 

    ②浄化槽法第7条の規定の基づく検査手数料及び同法第11条の規定に基づく検査の初回手数料納入後の 
   浄化槽法定検査依頼書の副本及び浄化槽法定検査契約書（同法第7条及び第11条）の写し 

  ③工事施工の写真 

  ④浄化槽設備士が確認した検査表 

  ⑤補助事業に係る支払い領収書及び内訳書（第5条第14号の見積書の額と、領収書の額が異なる場合に限



る。）の写し 

    ⑥みなし浄化槽を廃止したことを証する書類の写し（みなし浄化槽からの転換補助を受けようとするも 
   のに限る。） 

  ⑦その他市長が必要と認める書類 

 

（９）〔 その他 〕 

   ①みなし浄化槽から浄化槽へ転換する場合、撤去費補助として、上限9万円の上乗せ補助を行っている 
  ②既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に設置費用の1/2（15万円まで）の補助を行っている 
 

 
 
※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｎｏ．６ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
豊川市 環境部 環境課 0533-89-2141 直  通 0533-89-2197 
住  所  〒442-8601 豊川市諏訪1-1 担当者氏名 榊原 実久 
U R L http://www.city.toyokawa.lg.jp/ 

 
E-mail kankyo@city.toyokawa.lg.jp 

 
（１）〔 補助金額 〕                                                                          （単位：円） 

人槽区分 一般地域 特定地域 人槽区分 一般地域 特定地域 
 5人槽 332,000 332,000 11～20人槽 548,000 548,000 

 7人槽 414,000 414,000 21～30人槽 548,000 548,000 

10人槽 548,000 548,000 31～50人槽 548,000 548,000 
   51人槽以上 補助しない 補助しない 

 
（２）〔 平成３０年度の補助計画基数  〕                                                 （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
１０ １０ １     ２１ 

                                                                   前年度実績基数（３基） 

（３）〔 補助対象地域 〕                          

 ・次の区域を除く全地域 

  ①（1）下水道法第4条第1項の事業計画に定められた予定処理区域 
   （2）農業集落排水処理事業計画区域 
   （3）その他市長が指定する区域 

②下水道認可区域であっても当分の間（概ね7年以上。）下水道の整備が見込まれない区域 
 

（４）〔 特定地域の有無 〕有（地域名：佐奈川流域） 
 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽で、浄化槽設置整備事業における同国庫
補助指針（平成4年10月30日付衛浄第34号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知）
に適合するもの 

  ②50人槽以下の浄化槽 

  ③専用住宅（主に居住の用に供する建物又は延べ床面積の2分の1以上を居住の用に供する建物） 

    ④同一敷地内でみなし浄化槽又はくみ取り便所を廃止し、浄化槽転換するため浄化槽設置届出（建築確認
申請を伴わないものに限る。）を行う者 

 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②住宅を借りている者で住宅の所有者の承諾が得られない者   

  ③販売の目的で専用住宅に浄化槽を設置する者 

  ④市税等の滞納がある者 
 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①浄化槽法第5条第2項に規定する期間を経過した浄化槽設置届出書の写し 

  ②工事請負書契約書の写し 

  ③排水経路図 

  ④設置場所の案内図 

  ⑤浄化槽設置工事見積書の写し 

  ⑥住宅等を借りている者は賃貸人の承諾書 

  ⑦浄化槽設置整備事業における国庫補助指針が適用される浄化槽にあっては登録浄化槽管理票（Ｃ票） 
   及び保証登録証 

  ⑧市税等の滞納がない事の証明書（申請日前1か月以内に発行されたもの） 

  ⑨その他市長が必要と認めるもの 
 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：事業が完了した日から起算して30日を経過した日又は3月31日のいずれか早い日 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の 
   保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書副本及び領収書の写し 

  ③浄化槽の設置に要した費用の請求書及び領収書の写し 

  ④施工の写真 



  ⑤浄化槽法定検査（7条、11条）契約書の写し 

  ⑥その他市長が必要と認める書類 
 

（９）〔 その他 〕 

   既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に工事費の1/2（7万5千円まで）の補助を行っている（下
水道接続時） 

 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．７ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
津島市 市民生活部 生活環境課 0567-55-9368 直  通 0567-24-1791 
住  所  〒496-8686 津島市立込町2-21 担当者氏名 加  藤 
U R L http://www.city.tsushima.lg.jp/ E-mail kankyou@city.tsushima.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                     （単位：円） 

人槽区分 限度額 転換 人槽区分 限度額 転換 
 5人槽 177,000 276,000 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 205,000 320,000 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 259,000 404,000 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数  〕                                        （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 合 計 
５０（内転換５）      ５０ 

                                                                               前年度実績基数（４６基） 
（３）〔 補助対象地域 〕 

  公共下水道事業認可区域を除く区域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 

（５）〔 補助対象条件 〕 
 ・住宅に浄化槽を設置しようとする者（法人を除く。） 
   住 宅：主に住居の用に供する建築物又は延べ床面積の2分の1以上を居住の用に供する建築物 

   浄化槽：浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽で、次のいずれにも該当するも
の 
ア生物化学的酸素要求量（以下「BOD」という。）の除去率が90％以上であり、かつ、その放

流水のBODの日間平均値が1ℓ につき20㎎以下であること 
イ浄化槽設置整備事業における同国庫補助指針（平成4年10月30日付衛浄第34号厚生省生活衛

生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知）に適合するもの 

    

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項 
   に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③販売の目的で建築する住宅に浄化槽を設置する者 

  ④11人槽以上の浄化槽を設置する者 

  ⑤市税を滞納している者 

  ⑥その他市長が適当でないと認める者 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は浄化槽調書、確認済証及び建築確認申請書第1面から
第5面までの写し 

  ②住宅等を借りている者にあっては賃貸人の承諾書 

③設置場所の案内図（付近見取図） 

  ④浄化槽、排水設備及び排水経路を明記した配置図及び建物の平面図 

  ⑤既設のみなし浄化槽及びくみ取り便所の便槽の写真及び位置図   
⑥浄化槽工事請負契約書の写し 
⑦浄化槽工事費（転換と併せて既存のみなし浄化槽を廃止する場合にあっては、撤去費を含む。）の見積

書（第4条第1項各号及び第2項に掲げる補助対象経費の明細が表示されたものに限る。）の写し 
⑧全国浄化槽推進市町村協議会の登録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ票）並びに浄化槽機能保証制度

に基づく保証登録証 

  ⑨浄化槽設備士の免状の写し及び昭和62年度以前の浄化槽設備士にあっては、小規模合併処理浄化槽施工
技術特別講習会の修了証書の写し 

  ⑩申請の日の属する年度の前2年度分の市区町村･県民税の納税証明（発行の日から3ヶ月以内のものに限
る。）。ただし、当該2年度間において、他の市区町村に納税した地方税がない場合であって、市の職
員による市税等（市県民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税及び国民健康保険税をいう。）の納
税情報の閲覧に同意したときは、この限りではない。 

  ⑪その他市長が必要と認める書類 



（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

  ・提出期限：事業完了後1ヶ月を経過する日（補助事業を中止し、又は廃止した場合は、通知から1ヶ月以内）
又は当該年度の2月末日のいずれか早い日  

    ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（申請者が自ら当該浄化槽の保守点
   検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

    ②浄化槽法定検査依頼書副本及び浄化槽法定検査契約書の写し       

  ③浄化槽工事費（転換と併せて既存のみなし浄化槽を廃止する場合にあっては、撤去費を含む。）の領収
書の写し 

  ④みなし浄化槽を廃止したことを証する書類の写し 
⑤工事施工写真 
⑥浄化槽設備士が確認したチェックリスト             

    ⑦その他市長が必要と認める書類 

 

（９）〔 その他 〕 

   ①転換と併せてみなし浄化槽を撤去する場合には､(1)の補助金額に撤去費の額（上限9万円）を加算した
額とする 

②既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に工事費用の2/3（10万円まで）の補助を行っている
（下水道接続時） 

 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｎｏ．８ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
碧南市 経済環境部 環境課 0566-41-3311 内線 392 0566-48-2940 
住  所  〒447-8601 碧南市松本町28 担当者氏名 鈴木 ゆかり 
U R L http://www.city.hekinan.aichi.jp/ E-mail kankyoka@city.hekinan.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                  （単位：円） 

 
 

人槽区分 

 
 

浄化槽への転換 

 
浄化槽への転換の際 
みなし浄化槽または 
汲取り便槽を撤去 

する場合 

 
高度処理型浄化槽の 

設置または 
高度処理型浄化槽へ 

の転換 

高度処理型浄化槽へ 
の転換の際 

みなし浄化槽または 
汲取り便槽を撤去 

する場合 
  5人槽 332,000 422,000 444,000 534,000 

 6～7人槽 414,000 504,000 486,000 576,000 

8～10人槽 548,000 638,000 576,000 666,000 
 ※各人槽ごとに上記の額を限度とし、設置費用の4割相当分を補助する 

 ※転換に際し、みなし浄化槽またはくみ取り便槽を撤去する場合は、撤去費の4割相当分（上限9万円） 

を補助する 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                         （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～50人槽 合 計 
９ ８ ２  １９ 

                                                                            前年度実績基数（１５基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   碧南市公共下水道認可区域又は衣浦東部流域下水道事業認可区域以外の区域 
 

（４）〔 特定地域の有無 〕有 油ヶ淵流域区分の区域 
 
（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①主に居住の用に供する建物又は延床面積の1/2以上を居住の用に供する建物 
  ②10人槽以下で小型の放流水の総窒素濃度が15㎎/ℓ 以下又は総燐濃度1㎎/ℓ 以下の機能を有する高度処

理型浄化槽を設置または汲取り便槽やみなし浄化槽から浄化槽へ転換する個人 
 
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項 
   の確認を受けずに浄化槽又は変則浄化槽を設置する者 
  ②住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られなもの 

③市町民税を滞納している者 

 
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

 ・提出期限：毎年度3月10日 

①浄化槽法第5条第1項の規定による浄化槽設置届出書の写し又は建築基準法第6条第3項の規定による建
築確認書の写し 

②浄化槽設置場所の案内図                                    

③住宅を借りている者は、賃貸人の承諾書 

④浄化槽設置工事見積書の写し 

⑤浄化槽設備士免状の写し 

⑥全国浄化槽推進市町村協議会による登録証の写し 

⑦全国浄化槽推進市町村協議会からの登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

⑧一般社団法人愛知県浄化槽協会による保証登録証 
⑨浄化槽配置図、配管図 
⑩浄化槽設置工事の請負契約書の写し 
⑪一般財団法人日本建築センターの型式適合認定書並びにその別添仕様書及び図面 
⑫高度処理型浄化槽を設置する場合は、一般財団法人日本建築センターの認定書の写し 
⑬みなし浄化槽から浄化槽へ転換を行う場合は、転換申請書 
⑭市町村税を滞納していないことを証する書類 
⑮その他市長が必要と認める書類 
 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

   ①県知事の登録を受けた浄化槽保守点検業者及び市長の許可を受けた浄化槽清掃業者との業務委託契約



書の写し 

②浄化槽法第7条及び11条に規定する法定検査の依頼書（市町村用） 

③浄化槽使用開始報告書または浄化槽工事完了報告書の写し 
④浄化槽使用廃止届出書の写し（既設浄化槽の撤去を伴う場合に限る） 
⑤工事施工写真及び工事領収書の写し 

⑥当該工事を担当した浄化槽設備士の確認済チェックリスト 

※工事施工写真は設備士、基礎工事、据付工事、かさ上げ、スラブ、ブロア 
 転換を伴う場合、みなし浄化槽等の転換作業工程がわかるもの 

 

（９）〔 その他 〕 

   ①交付決定通知を受ける前に浄化槽工事を着工されている場合は補助の対象にならない 
   ②実績報告までに居住し、浄化槽をしている状態でない場合は補助の対象にならない 

  ③みなし浄化槽から浄化槽へ転換する場合、撤去費補助として、上限9万円の上乗せ補助を行っている 
④既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に工事費用の2/3（7万5千円まで）の補助を行ってい

る 
 
 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．９ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A  X 
刈谷市 産業環境部 環境推進課 0566-62-1017 直  通 0566-24-3481 
住  所  〒448-8501 刈谷市東陽町1-1 担当者氏名 戸田 貴仁 
U R L http://www.city.kariya.lg.jp/ E-mail kankyo@city.kariya.lg.jp 

 
（１）〔 補助金額 〕 
設置に要する費用の40％に相当する額以内(千円未満は切り捨て)とし、限度額は下表のとおり（単位：円） 

人槽区分 建築確認を伴う場合 

みなし浄化槽からの転換のうち 

みなし浄化槽の撤去を伴わない場合 

又はくみ取り便槽からの転換の場合 

 
みなし浄化槽からの転換でみな

し浄化槽の撤去を伴う場合 

 

   5人槽 70,000 

限度額 

  444,000 

限度額 

  534,000 

限度額  6～7人槽 90,000 

－ 

  486,000 

－ 

  576,000 

－ 8～10人槽 125,000 

－ 

  576,000 

－ 

  666,000 

－  
（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                       （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
２８ ３０ ２     ６０ 

                                                                             前年度実績基数（３５基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

下水道法に基づき策定された事業計画に定められた予定処理区域以外の地域 

 
（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 
（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①市内に住所を有する者（市外に住所を有する者で、市内に専用住宅を新築、購入等する者を含む。） 
②専用住宅（主に居住の用に供する建物又は延べ床面積の2分の1以上を居住の用に供する建物）に10人槽

以下の浄化槽を設置しようとする者 
 
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項 
   の規定に基づく確認を受けずに、浄化槽を設置する者 

  ②専用住宅又は当該専用住宅に係る土地を借りている者で当該専用住宅を貸している者の承諾が得られ
ないもの 

  ③販売の目的で浄化槽付専用住宅を建築（改築を含む。）する者。ただし、刈谷市合併処理浄化槽設置整
備事業補助金交付要綱第5条の規定により市長の認定を受けた浄化槽付きの専用住宅を当該認定を受け
た日の属する年度中に購入した者を除く 

  ④刈谷市暴力団排除条例（平成24年条例第8号）第2条に規定する暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と
密接な関係を有する者 

⑤市税を滞納している者 

 
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①法第5条第2項の期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し 

  ②設置場所の案内図及び配置図 

  ③浄化槽設置工事見積書の写し 

  ④貸主の承諾書（専用住宅等を借りている場合に限る。） 

  ⑤みなし浄化槽又はくみ取り便槽の状況が分かる写真（転換の場合に限る。） 

  ⑥市税の完納を証する納税証明書 
  ⑦その他市長が必要と認める書類 
  
（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：当該年度の末日までに提出する 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し 

  ②浄化槽法定検査契約書の写し及び浄化槽法定検査依頼書の副本 

  ③浄化槽の設置に要した費用の領収書の写し 

  ④浄化槽廃止届書の写し（みなし浄化槽からの転換に限る。） 
⑤施工後の写真 

  ⑥住民票の写し 
⑦その他市長が必要と認める書類 



（９）〔 その他 〕 

   ①みなし浄化槽から浄化槽へ転換する場合、撤去費補助として、上限9万円の上乗せ補助を行っている 
②既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限15万円の補助を行っている 

 
 
※建売住宅の場合は申請方法が異なりますので、浄化槽を着工する前に担当窓口までお問い合わせください 
 
※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．１０ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
豊田市 上下水道局 下水道施設課 0565-34-6964 直  通 0565-32-3171 
住  所  〒471-8501 豊田市西町3-60 担当者氏名 柴田・松本 

 
U R L http://www.city.toyota.aichi.jp/ E-mail 

gesuishisetsu@city.toyota. 
aichi.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                       （単位：円） 

人槽区分 新   設  転   換  撤   去 
5 人 槽 204,000  622,000  712,000 

6  ～  7 人 槽 246,000  793,000  883,000 
8  ～ 50 人 槽 312,000  1,324,000    1,414,000   

              

 備考： ア 新   設  新たに浄化槽を設置することを言う 

     イ 転  換  使用中の既存建物において、建替え、増築、改築を伴わずにみなし浄化槽や  
             汲取り便槽から浄化槽に切り替えること 

          ウ 撤   去  転換のうち、みなし浄化槽を適法に全部撤去処分すること 

      

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                               （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
１７３ １７２ １５ － － － － ３６０ 

                                                                            前年度実績基数（３２５基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・市街化調整区域及び都市計画区域外で、次の区域を除く地域 

  ①下水道法（昭和33年法律第79号）第4条第1項及び第2項で定めた事業計画区域  
②コミュニティ･プラント事業処理区域 

  ③農業集落排水事業処理区域 

  ④市が管理する共同し尿浄化槽の処理区域 
  ⑤その他市長が指定する区域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 
（５）〔 補助対象条件 〕 

  補助対象地域に50人槽以下の浄化槽を設置する個人（居住を目的として、建売業者等から専用住宅を購入
する個人を含む。） 

  ※補助対象浄化槽は次のいずれにも適合するものをいう。 
   ア放流水の創窒素塁濃度20㎎/ℓ 以下の機能を有するものであること 
   イ別表に掲げる性能要件を満たす環境配慮型浄化槽であること 
   ウ平成4年10月30日付け衛浄第34号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定め

る「合併処理浄化槽設置整備事業における国庫補助指針」が適用される10人以下の浄化槽にあっては、
指針に適合したものであること 

 
別表  環境配慮型浄化槽の性能要件 

     環境配慮型浄化槽とは、①消費電力基準及び②環境性能を満たす浄化槽とする 

     ①浄化槽の消費電力が以下の表１の消費電力基準以下であること 

      表１ 消費電力の基準 （通常型、BOD10 mg/ℓ 以下 、りん除去型）                       

人    槽 通 常 型 BOD10mg/ℓ 以下 りん除去型 
5  人  槽 47 58 92 
7  人  槽 67 83 100 

n（10人槽以上） n×8.7＋5 n×10.8＋5 n×16＋14 
 

     ②環境性能（ア～ウのいずれかを満たすこと） 

      ア 浄化槽の消費電力が表１の消費電力よりもさらに10％以上低減されていること 

      イ 浄化槽本体の大きさがコンパクト化されており、表2の総容量の基準を満たすこと 

      表2  浄化槽の大きさの基準 

人    槽 総容量（ ） 
5  人  槽 2.2 
7  人  槽 3.1 

N（10人槽以上） N×0.45 
           



      ウ プラスチックを主材料とする浄化槽であって、製品全体の構成部品に含まれるプラスチック 

        の全重量に占める再生プラスチックの重量割合が、ポストコンシューマ材料の場合は25％ 

        以上、プレコンシューマ材料の場合は50％以上であること。 

        ただし、再生プラスチックにポストコンシューマ材料とプレコンシューマ材料を併せて使用 

        する場合は、以下の式による 

プレコンシューマ材料重量 
(％)×1/2 ＋ 

ポストコンシューマ材料重量 
(％) ≧25 

プラスチック全重量 プラスチック全重量 

  

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項の設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項の確認を
受けない浄化槽を設置する者 

  ②賃借又は販売の目的で、浄化槽を設置する者 

  ③別荘又は共同住宅に浄化槽を設置する者 

  ④実績報告時に設置場所に住民登録をしない者及び居住しない者 

  ⑤この要綱による補助金の交付を受けて設置した浄化槽を、当該補助金の交付を受けた年度の翌年度から
起算して7年以内に廃止する者 

     ⑥申請者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下「暴対法」とい
う。）第2条第6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員ではないが暴対法
第2条第2項に規定する暴力団と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を
行う者であると認められる者 

  ⑦同一敷地内のし尿（くみ取り便槽を除く）、雑排水の全てを浄化槽へ接続しない者 
  ⑧浄化槽の処理水を公共用水域へ放流せず、地下浸透方式等により放流する者 

  ⑨市税の滞納がある者 
  ⑩その他市長が補助金の交付を不適当と認めた者 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①建築確認済証の写し又は審査を完了した浄化槽設置届出書の写し 

  ②浄化槽調書の写し（建築確認により設置する場合に限る。） 

  ③浄化槽構造詳細図及び各室の容量並びに汚水量等計算書（国土交通大臣型式認定浄化槽の場合について
   は、型式適合認定書及び仕様書、図面）等その機能を明らかにするもの 

  ④設置工事予定場所の案内図 

  ⑤浄化槽、汚水ます、排水管及び住宅各室等の配置･配管予定図面 

  ⑥工事請負契約書又は請負契約を証する書類の写し 

  ⑦浄化槽の設置工事費用の見積書又は設置工事費用の見積額を証する書類の写し 

  ⑧浄化槽維持管理誓約書 

  ⑨全国浄化槽推進市町村協議会に登録された浄化槽にあっては、指針に適合する浄化槽としての登   
   録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

  ⑩浄化槽設備士免状の写し  

  ⑪浄化槽工事業登録の写し又は特例浄化槽工事業者届出書の写し 

  ⑫市税の完納証明書（直近の課税基準日に住所を有する者に限る。） 

  ⑬その他市長が必要とする書類 

 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：補助事業完了後速やかに提出する。最終期日は、当該年度の1月末日とする。 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し 

  ②浄化槽法第7条の規定に基づく検査手数料及び法第11条の規定に基づく検査の初回手数料の納入済の 
   浄化槽法定検査依頼書及び浄化槽法定検査契約書（浄化槽法第7条・法第11条）の写し 

  ③浄化槽工事完了報告書又は浄化槽使用開始報告書の写し 

  ④浄化槽設置後の配置･配管図面 

  ⑤施工検査報告書（チェックリスト） 

    ⑥浄化槽の設置工事写真 

  ⑦浄化槽の設置工事の請求書又は請求額を証する書類及び領収書又は支払額を証する書類の写し 

  ⑧住民票の写し 

  ⑨その他市長が必要とする書類 
 

（９）〔 その他 〕 

既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に工事費用の1/2（6万円まで）の補助を行っている（下
水道接続時） 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 



Ｎｏ．１１ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
安城市 環境部 環境都市推進課 0566-71-2206 直  通 0566-76-1112 
住  所  〒446-8501 安城市桜町18-23 担当者氏名 柴立 武 
U R L https://www.city.anjo.aichi.jp/ E-mail kankyo@city.anjo.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                     （単位：円） 

    
     区分 

 
人槽      

 
 

新  設 

窒素燐除去型浄化槽 

油ヶ淵地域 
（稗田川及び油ヶ淵流域の
各流域に区分される地域） 

 
その他の地域 

     5人槽 170,000  415,000  332,000 

 6～ 7人槽 190,000  517,000  414,000 
 8～10人槽 230,000  685,000  548,000 

 
（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                       （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
８６ ５２ ７ － － － － １４５ 

                                                                           前年度実績基数（１３０基） 

 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・次の区域を除く地域 

  ①下水道法（昭和33年法律第79号）第4条第1項又は同法第25条の3第1項に基づき策定された事業計画（当
該年度内に策定される予定の事業計画を含む。）に定められた予定処理区域 

  ②農業集落排水処理区域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕有（油ヶ淵流域周辺） 

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

 ・専用住宅（居宅部分の床面積が延面積の2分の1以上ある併用住宅を含む。）に次に掲げる事項のいずれに
も該当する環境配慮型浄化槽を設置しようとする個人 

  ①浄化槽法第4条第2項の規定による構造基準に適合するものであること 
  ②生物化学的酸素要求量（以下「BOD」という。）除去率90％以上の機能を有すること 
  ③放流水のBOD濃度20㎎/ℓ （日間平均値）以下の機能を有すること 
  ④合併処理浄化槽設置整備事業における国庫補助指針に適合すること 
  ⑤全国浄化槽推進市町村協議会に登録されていること 
  ⑥浄化槽の消費電力が表１の消費電力以下であること 
      表１                    

人槽区分 消 費 電 力 
（通 常 型） 

消 費 電 力 
(BOD10mg/ℓ 以下) 

消 費 電 力 
(りん除去型) 

5  人  槽 47W 58W 92W 
7  人  槽 67W 83W 100W 
10 人  槽 92W 113W 174W 

    ⑦次の基準項目ア～エのいずれか１つ以上の要件を満たすものであること 

    ア 浄化槽の消費電力が表１の消費電力よりもさらに10％以上低減されていること 

    イ 浄化槽本体の大きさがコンパクト化されており、表2の総容量の基準を満たすこと 

    ウ ディスポーザ対応浄化槽であること 

    エ プラスチックを主材料とする浄化槽であって、製品全体の構成部品に含まれるプラスチックの全
重量に占める再生プラスチックの重量割合が、ポストコンシューマ材料の場合は25％以上、プレ
コンシューマ材料の場合は50％以上であること。 

      ただし、再生プラスチックにポストコンシューマ材料とプレコンシューマ材料を併せて使用する
場合は、以下の式による 

プレコンシューマ材料重量 
(％)×1/2 ＋ 

ポストコンシューマ材料重量 
(％) ≧25 

プラスチック全重量 プラスチック全重量 

       表2  浄化槽の大きさの基準 

人 槽 区 分 総容量（ ） 
5  人  槽 2.2  
7  人  槽 3.1  
10 人  槽 4.5  



（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法(昭和58年法律第43号）第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は、建築基準法(昭和25年法 
      律第201号）第6条第1項に基づく確認を受けずに、浄化槽を設置する者 

  ②住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③販売の目的で浄化槽付住宅を建築（改築を含む。）する者。ただし、居住の目的で当該住宅を購入した
者は、補助金の交付を受けることができる。 

  ④安城市税の滞納がある者 
  ⑤暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定

する暴力団員をいう。）以下「暴力団員」という。）である者 
  ⑥暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に規定する暴力団をいう。）又は

暴力団員と密接な関係を有する者 
  

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①建築確認済証の写し及び浄化槽調書の写し又は審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し 

  ②設置場所の案内図及び浄化槽の配置図並びに排水経路図 

  ③住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ④浄化槽法の規定による浄化槽設備士免状の写し。ただし、昭和62年度以前の浄化槽設備士の資格者に  
     ついては、小規模合併処理浄化槽施工技術特別講習会の修了証書の写し 

  ⑤浄化槽機能保証制度に基づく保証登録証 

  ⑥高度処理浄化槽の設置工事費用の見積書 

  ⑦工事業者の浄化槽工事業登録通知の写し又は特例浄化槽工事業者届出書の写し 

  ⑧浄化槽工事請負契約書の写し 

  ⑨全国浄化槽推進市町村協議会登録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

  ⑩型式適合認定書別添仕様書及び図面 

  ⑪一般財団法人日本建築センターの認定書の写し 

  ⑫新増築を伴わず既設のみなし浄化槽を撤去して高度処理浄化槽を設置する場合にあっては、撤去処分を
する予定のみなし浄化槽の写真及び撤去処分費用の見積書 

  ⑬納税証明書（安城市税に限る。） 
     ⑭その他市長が必要とする書類 

  

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：事業完了後1ヶ月以内又は当該年度の3月31日のいずれか早い期日 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し 

  ②浄化槽法定検査依頼書の副本 

  ③浄化槽法定検査契約書の写し 

  ④工事施工写真 

  ⑤工事施工チェックリスト 

  ⑥高度処理型浄化槽設置工事費用の領収書の写し 

  ⑦第5条第3項に係る実績報告をする場合にあっては、浄化槽廃止届の写し及びみなし浄化槽撤去工事の施
工に係る写真 

  ⑧浄化槽使用開始報告書の写し又は浄化槽工事完了報告書の写し 
⑨その他市長が必要と認める書類 

  

（９）〔 その他 〕 

   ①新増築を伴わず、既設のみなし浄化槽を撤去して高度処理浄化槽を設置する場合には、(1)の補助金額
   に10万円を上乗せする 

②既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に工事費用の2/3（3㎥未満:7万5千円,3～10㎥:10万
円,10㎥以上:15万円まで）の補助を行っている 

 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｎｏ．１２ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
西尾市 環境部 環境保全課 0563-34-8111 直  通 0563-34-8115 
住  所  〒444-0531 西尾市吉良町岡山大岩山65 担当者氏名 谷崎 正樹 
U R L http://www.city.nishio.aichi.jp/ E-mail kankyo-h@city.nishio.lg.jp 

 
（１）〔 補助金額 〕                                                                      （単位：円） 

人槽区分 転換：窒素除去型 転換：窒素燐除去型 
  5人槽  444,000  528,000 

 7人槽  486,000  693,000 

10人槽  576,000  963,000 
 
（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                       （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
 １２      ２ 

                                                                                前年度実績基数（０基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   市内全域（公共下水道計画区域において供用中及び概ね10年以内に供用開始となる地域、農業集落排水 
  事業供用区域及び集落排水事業計画・実施区域を除く。ただし、接続が困難であると市長が認めた地域 
  は補助対象とする。） 
 
（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 
（５）〔 補助対象条件 〕 
 ・既設のみなし浄化槽等を撤去又は雨水貯留槽へ転用して、処理対象10人以下の高度処理型浄化槽を設置す

るもので次の各号のいずれの要件を満たす者 

  ①自ら居住の用に供する市内の住宅（延べ床面積の2分の1以上を居住の用に供する併用住宅を含み、集合
   住宅及び社宅を除く。）に、撤去又は雨水貯蓄槽へ転用するみなし浄化槽等が接続され、既に使用して
   いる者であること 
  ②撤去又は転用するみなし浄化槽等が接続されている建築物の所在地に住民登録がされている者（個人に

限る。）であること 
③市税の滞納がない者であること 
 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項の規定に基づく設置の届出の審査を受けずに浄化槽を設置する者 
②建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項の規定に基づく確認が必要となる新築、改築、増築に

伴い浄化槽を設置する者 
③住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ④補助金の交付申請前に工事に着工した者 
⑤暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定 

   する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2
   条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

  ⑥暴力団員が役員となっているもの 

  ⑦暴力団又は暴力団員と密接な関係を有するもの 
 
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し 
②設置場所の案内図及び配置図及び排水経路図 
③既設のみなし浄化槽等が確認できる着工前写真 
④住宅等を借りている者は、賃貸人の承認書 

  ⑤浄化槽設置整備事業における国庫補助指針に適合する浄化槽として、全国浄化槽推進市町村協議会の登
録を受けていることを証明する登録証の写し及び登録浄化槽管理票Ｃ票 

  ⑥浄化槽法に基づく設置業者登録証及び浄化槽設備士証等写し（原本証明のこと） 

  ⑦転換整備にかかる工事施工見積及び工事請負契約書の写し 

  ⑧浄化槽機能保証制度に基づいて登録した保証登録証 

  ⑨型式適合認定書別添仕様書及び図面 
⑩西尾市税を滞納していないことを証明する書類 
⑪誓約書 

  ⑫その他市長が必要と認める書類 
 



（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 
 ・提出期限：完了の日から30日以内又は当該年度の3月31日のいずれか早い期日まで 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し 

  ②浄化槽法定検査依頼書の副本 

  ③浄化槽法定検査契約書の写し 

  ④工事施工写真（既設物の撤去等から浄化槽の設置に係るもの） 

  ⑤浄化槽が適正に設置されていることを確認した浄化槽設置状況チェックリスト 

  ⑥領収書の写し 

  ⑦浄化槽使用開始報告書又は浄化槽工事完了報告書の写し 
⑧浄化槽使用廃止届出書の写し（既設浄化槽の撤去を伴う場合に限る。） 
⑨その他市長が必要と認める書類 
 

（９）〔 その他 〕 
   既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限10万円の補助を行っている 

 

 
※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．１３ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
蒲郡市 産業環境部 環境清掃課 0533-57-4100 直  通 0533-57-3924 
住  所  〒443-0105 蒲郡市西浦町口田土1 

 

担当者氏名 牧原 大貴 
 U R L http://www.city.gamagori.lg.jp/ 

unit/kankyo/joukasohojo.html 
E-mail kankyo@city.gamagori.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                      （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 既存みなし浄化槽撤去にかかる補助額 

限度額 

特定地域 

    5人槽 332,000 － 
90,000  6～7人槽 414,000 － 

8～50人槽 548,000 － 

 
（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                          （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
２８ １      ２９ 

                                                                               前年度実績基数（２基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・次の区域を除く市内全区域 
①市街化区域 
②下水道法（昭和33年法律第79号）第4条第1項の事業計画に定められた公共下水道及び流域下水道事業計

画区域 
③農業集落排水処理事業計画区域（当分の間、施設整備が見込まれない区域を除く） 
④相楽地区集落排水更新事業合併処理浄化槽設置補助金交付要綱（平成27年4月1日施行）の対象地域 
⑤その他市長が指定する区域 
 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①補助対象地域内に居住し、及び住所を有する者 

  ②自主的に既存みなし浄化槽または汲み取り便槽を廃止する者 

  ③専用住宅に処理対象人員50人以下の浄化槽を設置する者（既存みなし浄化槽を撤去せず、雨水貯蓄施設
   に転用し、処理対象人員50人以下の浄化槽を設置する者を含む。） 
 
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項の規定による設置の届出を行わずに、浄化槽を設置する者 
  ②建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項の規定による確認が必要となる新築、改築又は増築に
   伴い、浄化槽を設置する者 

  ③自らの居住の用に供しない専用住宅に浄化槽を設置する者 

  ④住宅を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ⑤販売等の目的で専用住宅に浄化槽を設置する者 

  ⑥市税（延滞金を含む。）の滞納がある者 
  ⑦同一敷地内の生活排水をすべて浄化槽へ接続することができない者 
  ⑧公共事業等の移転補償として、浄化槽新設相応分の補償を受けようとする者 
  ⑨暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団

員又は暴力団員ではないが同条第2号に規定する暴力団と関係を持ちながら、その組織の威力を背景と
して暴力的不当行為等を行う者 

 
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

・提出期限：当該年度の2月末日（当該日が市役所の閉庁日に当たる場合は、その翌開庁日）まで 

①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し（受付印のあるもの） 

  ②設置場所の案内図（住宅地図等の写し） 

  ③配置図及び排水経路図 

  ④工事施工見積書及び工事請負契約書の写し（既存みなし浄化槽を撤去する場合は、同槽の撤去に係る費
用が分かる書類の写しも加える。） 

  ⑤浄化槽法に基づく設置業者登録証、浄化槽設備士免状等の写し 
⑥浄化槽設置整備事業における国庫補助指針が適用される浄化槽にあっては、全国浄化槽推進市町村協議

会登録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ票）     

  ⑦浄化槽機能保証制度による保証登録証（市町村用） 

  ⑧型式適合認定書別添仕様書及び図面 



  ⑨既存施設の写真及び位置図 
  ⑩賃貸人の承諾書（専用住宅を借りている場合） 
  ⑪浄化槽の維持管理に係る誓約書 
  ⑫その他市長が必要と認める書類 
 
（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：補助事業が完了した日から起算し30日を経過した日又は3月15日（当該日が市役所の閉庁日に
当たる場合は、その翌開庁日）のいずれか早い日まで 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の保
   守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書の副本及び契約書の写し 

  ③浄化槽の設置に要した費用の領収書及び内訳書の写し 

  ④浄化槽設置工事施工の写真（既存物の撤去等から浄化槽の設置までの経過が分かるもの） 

  ⑤浄化槽設備士が施工状況を確認したことを証する工事チェックリスト 
  ⑥既存みなし浄化槽廃止届の写し 
  ⑦その他市長が必要と認める書類 
 
（９）〔 その他 〕 

   みなし浄化槽から浄化槽へ転換する場合、撤去費補助として、上限9万円の上乗せ補助を行っている 
 
 
※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．１４ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
犬山市 経済環境部 環境課 0568-44-0344 直  通 0568-44-0367 
住  所  〒484-8501 犬山市犬山字東畑36 担当者氏名 二宮 健 

 U R L http://www.city.inuyama.aichi.jp E-mail 020300@city.inuyama.lg.jp 
 

（１）〔 補助金額 〕                                                                      （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 332,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 414,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 548,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

 
（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                          （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
４ ４ ２     １０ 

                                                                               前年度実績基数（６基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   公共下水道事業認可区域及び農業集落排水計画計画区域のうち入鹿神尾地区を除く市内  
  

（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、平成4年10月30日付衛浄第34
号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める浄化槽設置整備事業における
国庫補助指針が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの 

  ②10人槽以下の浄化槽 

  ③専用住宅（主に居住の用に供する建築物又は延べ面積の2分の1以上を居住の用に供する建築物） 

  ④みなし浄化槽又は汲み取りを廃止し浄化槽を設置する者 
 
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③犬山市内に住所を有しない者（犬山に居住しようとする者を除く） 

  ④自らの居住を目的とする住宅以外に浄化槽を設置する者 

  ⑤5～10人槽以外の浄化槽を設置する者 

  ⑥既設の建物を取り壊し、住宅を新築又は全部の改築をすることに伴い浄化槽を設置する者 
 
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し 

  ②設置場所の案内図 

  ③住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ④浄化槽工事業者との工事請負契約書の写し 

  ⑤その他市長が必要と認める書類 

    イ 配置図             

    ロ 浄化槽工事業者の設置に要する見積書の写し 

    ハ 全国浄化槽推進市町村協議会登録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

    ニ 浄化槽機能保証登録証 

     ホ 小規模合併処理浄化槽施工技術特別講習会修了証書の写し（昭和62年度以前の有資格者） 

    ヘ みなし浄化槽又は汲み取り廃止の誓約書 

    ト みなし浄化槽又は汲み取り状況写真 
 
（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：事業完了後1ヶ月以内又は当該年度3月31日のいずれか早い期日 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の保
   守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査（7条及び11条）契約書及び浄化槽法定検査（7条及び11条）依頼書（7条検査手数料納
入済）の写し 

  ③工事施工写真 

  ④浄化槽設備士による施工状況確認書 



  ⑤その他市長が必要と認める書類 

     イ 設置に要した費用の領収書の写し 

     ロ 浄化槽廃止届の写し又は汲み取り廃止証明書 
 
（９）〔 その他 〕 

既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限5万円の補助を行っている（補助率1/2） 
 

 
 
※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．１５ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
常滑市 環境経済部 生活環境課 0569-47-6115 

 

直  通 0569-35-3939 
住  所  〒479-0837 常滑市新開町4-1 

 

担当者氏名 田辺 悟 

U R L 
http://www.city.tokoname.aichi. 
jp/kurashi/gomi/1000878/1000881.
html 

E-mail seikatsu@city.tokoname.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                      （単位：円） 

 

人槽区分 

限度額  
特定地域 

 
人槽区分 

 
限度額 

 
特定地域 ①新 設 ②転 換 

 5人槽 199,000 
,000 

332,000 
,000 

－ 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 248,000 414,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 329,000 548,000 － 31～50人槽 補助しない － 
    51人槽以上 補助しない － 

 

※ ① 新設 新たに浄化槽を設置することをいう。建築基準法（昭和25年法律第201号）の規定に基づく確
         認申請を要する建物の改築又は増築に伴うもの 

② 転換 くみ取り便槽やみなし浄化槽から浄化槽へ切り替えることをいう 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                        （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
３３ １６ ３     ５２ 

                                                                              前年度実績基数（５０基） 
 
（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・次の区域を除く市内全区域 
①公共下水道の供用開始された区域 
②補助金交付の申請日から当該申請日の属する年度の翌々年度の4月1日までに供用開始が見込まれる区

域 
③農業集落排水事業区域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、平成4年10月30日付衛浄第34
号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める「浄化槽設置整備事業における
国庫補助指針」が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの 

  ②専用住宅（主に居住の用に供する建物又は延床面積の2分の1以上を居住の用に供する建物）に、処理対
象人員10人以下の浄化槽を設置する者 

  ③公共下水道事業計画区域内で補助を受けるときは、その土地の下水を公共下水道に流入させるために
必要な公共ますまでの排水管、排水きょ等を整備することを要件とする。 

 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に規定する設置の届出の審査又は建築基準法第6条第1項に規定する確認を受けず
に、浄化槽を設置する者 

  ②住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③販売の目的で浄化槽付住宅の建築又は改築をする者 

  ④市税の滞納がある者 

   

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し 

  ②浄化槽調書の写し（建築確認により設置する場合に限る。） 

③設置場所の案内図 

④浄化槽、汚水ます、排水管及び住宅各室等の配置・配管予定図面 

  ⑤賃貸人の承諾書（住宅を借りている者に限る。） 

  ⑥当該浄化槽設置工事の見積書の写し 

  ⑦全国浄化槽普及促進市町村協議会に登録された浄化槽にあっては、指針に適合する浄化槽としての登録
証の写し及び登録浄化槽管理票Ｃ票 

  ⑧型式適合認定書、仕様書及び図面 



  ⑨工事請負契約書の写し 

  ⑩浄化槽設備士免状の写し 

  ⑪保証登録証（浄化槽機能保証制度の対象となる浄化槽に限る。） 

  ⑫誓約書 

  ⑬その他市長が必要と認める書類 

   

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：補助事業完了後１ヶ月以内又は当該年度の末日のいずれか早い時期まで    

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者自ら当該浄化槽の保 
   守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書の写し 

  ③工事の領収書の写し 

  ④設置工事中の写真 
  ⑤チェックリスト 
  ⑥浄化槽設置後の配置・配管図面 
  ⑦浄化槽使用廃止届出書の写し（みなし浄化槽からの転換の場合に限る。） 
  ⑧浄化槽工事完了報告書又は浄化槽使用開始報告書の写し 
  ⑨その他市長が必要と認める書類 
 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．１６ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
江南市 経済環境部 環境課 0587-54-1111 内線 257 0587-56-5033 
住  所  〒483-8022 江南市和田町旭181 担当者氏名 津田 幸弘 
U R L http://www.city.konan.lg.jp/ E-mail kankyo-c@city.konan.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                      （単位：円） 

人槽区分 限   度   額 みなし浄化槽を撤去し、転換する場合の限度額 

 5    人槽  518,000 623,000 

 6～7 人槽  567,000 672,000 

8～10人槽 672,000 777,000 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                        （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
１７ １１ ２     ３０ 

                                                                               前年度実績基数（２５基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・下水道法に基づく公共下水道事業計画区域を除く地域及び市長が指定した区域を除く地域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって生物化学的酸素要求量（以下、
「BOD」という。）除去率90％以上、放流水のBOD20㎎/ℓ(日間平均値)以下及び総窒素濃度が20㎎/ℓ(日
間平均値)又は総燐濃度1㎎/ℓ(日間平均値)以下の機能を有すること 

②浄化槽設置整備事業における国庫補助指針（平成4年10月30日衛浄第34号厚生省浄化槽対策室長通知）
に適合すること 

③別表に定める環境配慮型浄化槽であること 

  ④専用住宅に、現に使用している既存のみなし浄化槽又は汲取便槽を廃止して、処理対象人員10人以下 
   の浄化槽を設置しようとする者 

・表１ 環境配慮型浄化槽とは、①消費電力基準及び②環境性能のいずれにも該当する浄化槽とする。 

    ①消費電力基準 

     つぎの消費電力基準以下であること。                    （単位W/h）  

 
人    槽 

放流水のBOD濃度が1㍑に

つき10㎎以下の機能を 

有する浄化槽 

放流水の総燐濃度が1㍑に

つき 1㎎以下の機能を 

有する浄化槽 

 
その他の浄化槽 

5  人  槽 58 92 47 
6～7  人槽 83 100 67 
8～10 人槽 113 174 92 

     

②環境性能（ア～ウのいずれかの要件を満たすこと） 

     ア 浄化槽の消費電力が表１の消費電力よりもさらに10％以上低減されていること 

     イ 浄化槽本体の大きさが小型化されており、次の総容量の基準を満たすこと    

人    槽 総容量（ ） 
5  人  槽 2.2 
7  人  槽 3.1 
10  人  槽 4.5 

          ウ プラスチックを主材料とする浄化槽であって、製品全体の構成部品に含まれるプラスチック 

       の全重量に占める再生プラスチックの重量割合が、ポストコンシューマ材料の場合は25％ 

       以上、プレコンシューマ材料の場合は50％以上であること。 

       ただし、再生プラスチックにポストコンシューマ材料とプレコンシューマ材料を併せて使用 

       する場合は、以下の式による 

プレコンシューマ材料重量 
(％)×½ ＋ 

ポストコンシューマ材料重量 
(％) ≧25 

プラスチック全重量 プラスチック全重量 

 

 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査を受けずに、浄化槽を設置する者 

  ②建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項 の規定に基づく確認を受けて、浄化槽を設置する者 



  ③住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ④販売等の目的で住宅に浄化槽を設置する者 

  ⑤江南市内に住所を有しない者（江南市に居住しようとする者を除く） 

  ⑥市税を滞納している者 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書両面の写し（受付印のあるもの） 

  ②設置場所の案内図（住宅地図等の写し） 

  ③配置･配管予定図 

  ④平面図（面積計算式･総面積を記入）  

  ⑤浄化槽設置工事見積書の写し 

  ⑥みなし浄化槽を撤去又は汲取便槽を撤去若しくは廃止する場合は、処分するみなし浄化槽又は汲取便 
   槽の写真、位置図及び処分費用の見積書 

  ⑦浄化槽設置工事の請負契約書の写し 

  ⑧全国浄化槽推進市町村協議会で規定する有効な登録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

  ⑨浄化槽機能保証制度に基づく保証登録証（市町村用） 

  ⑩型式適合認定書及び仕様書･図面 

  ⑪浄化槽設備士免状の写し及び昭和62年度以前に資格を取得した浄化槽設備士については小規模合併処
理浄化槽施工技術特別講習会の修了証書の写し 

  ⑫住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ⑬浄化槽の水質検査･定期検査･保守点検･清掃の実施誓約書 

  ⑭その他、市長が必要と認める書類 

 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：設置工事完了後１ヶ月以内又は当該年度の3月31日のいずれか早い日まで    

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者自ら当該浄化槽の保 
   守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査（7条及び11条）契約書の写し及び浄化槽法定検査（7条及び11条）依頼書（7条検査 
   手数料納付済）の副本 

  ③領収証の写し 

  ④配置･配管設置図 

  ⑤浄化槽設備士の証するチェックリスト 

  ⑥工事施工中の写真 

  ⑦みなし浄化槽を撤去した場合は、浄化槽使用廃止届出書の写し及びみなし浄化槽撤去工事施工中の写 
   真 

  ⑧汲取便槽を撤去若しくは廃止した場合は、汲取便槽処分工事施工中の写真 

  ⑨浄化槽使用開始報告書の写し 
⑩その他、市長が必要と認める書類 

 

（９）〔 その他 〕 

   ①みなし浄化槽を浄化槽に転換する場合の補助金の額は105,000円を限度に補助金額に加算した額とする。
   ただし、みなし浄化槽が設置されている建築物の増改築等において、浄化槽への転換が主たる目的でな
   い場合や新築の場合はこの限りでない 
  ②既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限30万円の補助を行っている 

 

 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｎｏ．１７ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
小牧市 市民生活部 環境対策課 0568-76-1145 直  通 0568-72-2340 
住  所  〒485-8650 小牧市堀の内3-1 担当者氏名 山  口 
U R L http://www.city.komaki.aichi.jp/ 

 
E-mail kankyou@city.komaki.lg.jp 

 
（１）〔 補助金額 〕                                          （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 444,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 486,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 576,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

 
（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                     （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
６ ７ ２     １５ 

                                                                                前年度実績基数（３基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   公共下水道事業計画区域及び農業集落排水区域を除く市内全域 
 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 

（５）〔 補助対象条件 〕 

    既存のみなし浄化槽を浄化槽（浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、
平成4年10月30日付衛浄第34号厚生省浄化槽対策室長通知に定める浄化槽設置整備事業における国庫補
助指針が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの）に転換するもの 

   
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査を受けずに浄化槽を設置する者 
②建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項及び第6条の2第1項の規定に基づく確認を受けて浄化槽

を設置する者 

  ③住宅等を借りている者で賃貸人の承諾が得られない者 

  ④市内に住所を有しない者（市内に居住しようとする者を除く。） 

  ⑤自らの居住を目的とする専用住宅以外に浄化槽を設置する者 

  ⑥処理対象人員が11人槽以上の浄化槽を設置する者 

     ⑦市税を滞納している者（転入者にあっては、転入前の市町村において市町村税を滞納している者） 
 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

 ・提出期限：補助事業の実施をしようとする日の15日前まで 
①審査期間（国土交通省の認定浄化槽は10日、それ以外は21日）を経過した浄化槽設置届出書の写し 

  ②設置場所の案内図 

  ③浄化槽設置工事見積書の写し（みなし浄化槽の撤去に要した費用を含む。） 

  ④みなし浄化槽の現況写真 
  ⑤工事請負契約書の写し 
  ⑥登録浄化槽管理票（Ｃ票）の写し 
  ⑦浄化槽機能保証登録の写し 
  ⑧補助事業の工事施工者の浄化槽設備士免状（昭和62年度以前に資格を取得した浄化槽設備士に対する特

別講習受講修了証の写し） 
  ⑨浄化槽構造図 

⑩住宅平面図（浄化槽の位置を確認できるもの） 
⑪住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ⑫納税証明書（市町村税の滞納がないことが証明されているもの） 

  ⑬その他市長が必要と認める書類 
 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：補助事業の完了後、当該年度2月末日 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書等の写し（補助事業者が当該浄化槽の保 
   守点検又は清掃を自ら行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書及び契約書の写し 

  ③浄化槽の設置に要した費用の領収書及び請求書の写し（請求書は、みなし浄化槽の撤去費用が確認でき



るものであること。） 

  ④浄化槽使用開始報告書の写し 
⑤浄化槽使用廃止届出書の写し 
⑥浄化槽工事業者が自ら撮影した浄化槽設備士が実地に監督していることを証する写真並びに基礎工 

   事、据付工事、かさ上げ及び完了の状況を示す写真（浄化槽の型式及び認定番号が識別できる写真及び
   みなし浄化槽の撤去の確認ができる写真を含む。） 
  ⑦浄化槽設備士が確認したチェックリスト 

  ⑧その他市長が必要と認めるもの 
 
（９）〔 その他 〕 

   ①みなし浄化槽から浄化槽へ転換する場合、撤去費補助として、上限9万円の上乗せ補助を行っている 
  ②既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限30万円の補助を行っている 

 

 
※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｎｏ．１８ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
稲沢市 経済環境部 環境保全課 0587-36-3710 直  通 0587-36-3709 
住  所  〒492-8391 稲沢市中野川端町74 担当者氏名 羽田野 玲 

U R L 
http://www.city.inazawa.aichi.jp
/ka_annai/kankyohozen/hojyo/jyok

aso/top.html 
E-mail 

kankyo-hozen@city.inazawa. 
aichi.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                （単位：円） 

人槽区分 
限度額 

特定地域 ①転 換 ②転換以外の設置 

    5人槽 332,000 166,000 

 6～7人槽 414,000 207,000 
8～10人槽 548,000 274,000 

,000,000                          

（２）〔 平成３０度の補助計画基数 〕                                        （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
１００ １３０ １８     ２４８ 

                                                                                 前年度実績基数（１９７基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・稲沢市全域。ただし、次に定める区域を除く 

  ①下水道法（昭和33年法律第79号）第4条第1項又は第25条の11第1項の規定により公共下水道の事業計画
   を定めた区域 
  ②農業集落排水区域 

  ③コミュニティ･プラント事業区域 
 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 
（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①住宅 専ら住居の用に供し、かつ、自ら居住または居住しようとする建物 
  ②浄化槽設置に伴いみなし浄化槽を撤去する者 
 
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出を行わずに、又は建築確認を受けずに設置する者 

  ②住宅又はその敷地を借りている者で賃貸人の承諾が得られないもの 

  ③完了報告時点において、浄化槽を設置した住所に住民登録をしていない者（ただし、市長が認めた者を
除く。） 

  ④10人槽を超える浄化槽を設置する者 

  ⑤自らの居住を目的とする住宅以外の建物に浄化槽を設置する者 
  ⑥公共事業等の移転補償として、浄化槽の設置に係る補償を受けようとする者 
  ⑦稲沢市税を滞納している者 
  ⑧暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下「暴対法」とい

う。）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ）若しくは暴力団員（暴対法第2条第6号に規定す
る暴力団員をいう。以下同じ。）である者又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者 

  ⑨その他市長が不適当と認める者 
 
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類及び提出期限 〕 

・提出期限：当該年度の2月15日（同日が休日、土曜日又は日曜日に当るときは、その前日において、その
日に最も近い日で、休日、土曜日又は日曜日でない日）まで 

  ①審査期間（10日間）を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認済証及び浄化槽調書の写し 

  ②設置場所の案内図（付近見取図）並びに排水系統を含んだ建物の配置図及び平面図 

  ③賃貸人の承諾書（住宅等を借りている場合に限る。） 

  ④浄化槽工事業の登録通知又は特例浄化槽工事業者届出書の写し 

  ⑤浄化槽設備士免状及び特別講習会修了証書（昭和62年度以前資格取得者）の写し 

⑥浄化槽工事施工見積書の写し（みなし浄化槽を撤去する場合は、撤去処分費用見積書の写し） 

  ⑦浄化槽工事請負契約書の写し 

  ⑧全国浄化槽推進市町村協議会の登録制度による登録証の写し 

  ⑨登録浄化槽管理票（Ｃ票） 
⑩一般社団法人全国浄化槽団体連合会浄化槽機能保証制度による保証登録証（市町村用） 

  ⑪その他市長が必要と認める書類 



（８）〔 完了報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：補助事業完了後1ケ月以内又は当該年度の2月末日（同日が休日、土曜日又は日曜日に当るとき
は、その前日において、その日に最も近い日で休日、土曜日又は日曜日でない日）のいずれか早い日ま
で 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書等の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の
   保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査契約書の写し 

  ③浄化槽法定検査依頼書 
④浄化槽使用開始報告書の写し 
⑤浄化槽使用廃止届出書の写し（既設浄化槽またはみなし浄化槽の使用を廃止した場合に限る。） 
⑥浄化槽の設置に要した費用の領収書及び請求書の写し（みなし浄化槽を撤去する場合は、撤去に要した

費用の領収書及び請求書の写し） 

  ⑦浄化槽設備士が確認したチェックリスト 

  ⑧施工の写真（みなし浄化槽を撤去する場合は、その施工の写真） 

  ⑨稲沢市税の完納を証明する未納税額のない証明書 
⑩その他市長が必要と認めるもの 
 

（９）〔 その他 〕 

   転換にあってはみなし浄化槽の撤去処分等に要する費用に相当する額又は9万円のいずれか低い額とし、
転換以外の設置にあってはみなし浄化槽の撤去処分等に要する費用に相当する額又は4万5千円のいずれ
か低い額とし、前項の補助金の額に加算する。ただし、1千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨
てるものとする 

  （同一敷地内に浄化槽が設置されるものに限る） 
 
 
※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．１９ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
新城市 上下水道部 整備課 0536-23-7644 直  通 0536-23-7047 
住  所  〒441-1392 新城市字東入船6-1 担当者氏名 安形 暢洋 
U R L http://www.city.shinshiro.lg.jp E-mail gesui@city.shinshiro.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 332,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 414,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 548,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                    （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
６ １８ １     ２５ 

                                                                                前年度実績基数（１４基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・新城市域のうち次の区域を除く地域 

  ①公共下水道事業計画区域      

  ②農業集落排水事業処理区域 

   ③地域下水道処理区域       

 ・①～③の区域において市長が認める地域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  10人槽以下で、下に定める環境配慮型浄化槽を設置しようとする者  

    ※環境配慮型浄化槽とは浄化槽の消費電力が表1の消費電力基準以下であり、かつ次の基準項目ア～ウ
のいずれか1つ以上の条件を満たすこと。 

      表1 消費電力の基準                                                    （単位W/h） 

人    槽 通 常 型 BOD10mg/以下 りん除去型 
5  人  槽 47 58 92 
7  人  槽 67 83 100 
10  人   槽 92 113 174 

 

      ア 浄化槽の消費電力が表１の消費電力よりもさらに10％以上低減されていること 

      イ 浄化槽本体の大きさがコンパクト化されており、表2の総容量の基準を満たすこと 

      表2 浄化槽の大きさの基準 

人    槽 総容量（ ） 
5  人  槽 2.2 
7  人  槽 3.1 
10  人  槽 4.5 

          ウ プラスチックを主材料とする浄化槽であって、製品全体の構成部品に含まれるプラスチック 

        の全重量に占める再生プラスチックの重量割合が、ポストコンシューマ材料の場合は25％ 

        以上、プレコンシューマ材料の場合は50％以上であること。 

        ただし、再生プラスチックにポストコンシューマ材料とプレコンシューマ材料を併せて使用 

        する場合は、以下の式による 

プレコンシューマ材料重量 
(％)×1/2 ＋ 

ポストコンシューマ材料重量 
(％) ≧25 

プラスチック全重量 プラスチック全重量 

 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①新築住宅建築に伴い浄化槽を設置する者。なお、新築とは、新築、増築、改築等を行う時に建築確認 

   申請を必要とする場合であり、建築確認申請を必要としない区域（都市計画区域、準都市計画区域外）
   においてもこれを準用する 

  ②浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出を受けずに浄化槽を設置する者 

  ③既に浄化槽を設置している者でその付け替えとして浄化槽を設置する者 

  ④住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られないもの  

  ⑤販売又は賃貸借の目的で建築された住宅に浄化槽を設置しようとする者 



  ⑥延床面積の2分の1以上を居住の用に供していない建物に浄化槽を設置しようとする者 

  ⑦主に居住を目的とした住宅でないもの 

  ⑧この要綱に基づき、既に浄化槽の補助金が交付されている者 

  ⑨市税等を滞納している者 

  ⑩公共事業等による補償により設置しようとする者 

  ⑪同一敷地内に未接続のトイレ・排水施設等があるもの 

  ⑫その他市長が補助金の交付を不適当と認めた者 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し 

  ②設置場所の案内図 

  ③配置・配管図 

  ④浄化槽設置工事見積書の写し 

  ⑤住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ⑥全国浄化槽推進市町村協議会の登録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

  ⑦一般社団法人全国浄化槽団体連合会の浄化槽機能保証制度による保証登録証 

  ⑧工場生産浄化槽認定シート 

  ⑨浄化槽工事業登録の写し又は特例浄化槽工事業者届出書の写し 

  ⑩浄化槽設備士免状の写し及び公布日が昭和62年度以前の者は施工技術特別講習会修了証書の写し 

  ⑪浄化槽設置工事の工程表 

  ⑫納税証明書 

  ⑬その他市長が必要と認める書類 

 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：補助事業完了後20日以内又は当該年度の3月15日のいずれか早い日まで 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の 
   保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書の副本及び浄化槽法定検査契約書の写し 

  ③浄化槽の設置に要した費用の請求書及び領収書の写し 

  ④工事請負契約書の写し 

  ⑤浄化槽設備士が施工状況を確認したことを証する工事チェックリスト 

  ⑥施工の写真 

  ⑦その他市長が必要と認める書類 

 

（９）〔 その他 〕 

  みなし浄化槽から浄化槽へ転換する場合、撤去費補助として、上限9万円の上乗せ補助を行っている 
  

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｎｏ．２０ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
東海市 環境経済部 清掃センター 052-601-2053 直  通 052-689-1166 
住  所  〒476-0003 東海市荒尾町奥山10-48 担当者氏名 山  盛 

U R L 
http://www.city.tokai.aichi.jp/ 

2051.htm 
E-mail seisou@city.tokai.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 166,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 207,000 － 21～30人槽 補助しない － 
10人槽 274,000 － 31～50人槽 補助しない － 

   51人槽以上 補助しない － 
                    

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                        （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
１０ ７ ３     ２０ 

                                                                               前年度実績基数（２１基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   下水道認可区域以外の地域 
 
（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 
（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、平成4年10月30日付衛浄第34
号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める浄化槽設置整備事業における 
国庫補助指針が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの 

  ②住宅 延床面積の2分の1以上を居住の用に供する建物 
 
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項の規定に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条 
      第1項の規定に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

②販売し、又は賃借することを目的として住宅を建築する場合における当該住宅を建築した者 

  ③住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られないもの 

  ④国及び地方公共団体 

  ⑤暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する   
 暴力団員又は同条第2号に規定する暴力団若しくは当該暴力団員と密接な関係を有する者 

  ⑥市税を滞納している者 
 
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①設置場所の案内図及び配置図 

  ②法第5条第1項の規定に基づく審査期間を経た浄化槽設置届出書の写し又は建築基準法第6条第1項の規
   定に基づく建築確認通知書の写し 

  ③浄化槽認定シートの写し 

  ④工事費用積算書 

  ⑤浄化槽機能保証登録証 

  ⑥登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

  ⑦工事請負契約書の写し 

  ⑧浄化槽設備士の免状の写し 

  ⑨住宅を借りている者にあっては、賃貸人の承諾書 

  ⑩補助金の振込先を証する書類 

  ⑪暴力団員でないことを誓約する書類 

  ⑫市税の完納証明書 

  ⑬その他市長が必要と認める書類 
 
（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

  ・提出期限：浄化槽設置完了の日から起算して30日を経過した日又は当該年度の末日の10日前までの早い日 

    ①設置工事中の写真（地表面のコンクリート打設完了までの写真） 

    ②浄化槽法第10条の規定に基づく浄化槽の保守点検及び清掃に係る業務委託契約書の写し（設置者が自 
   ら行うことができることを証明する書類） 



  ③浄化槽法第7条及び第11条の規定に基づく浄化槽の法定検査契約書の写し及び依頼書 

  ④浄化槽設備士が確認したチェックリスト             

    ⑤工事費の支払に係る領収書の写し 
  ⑥浄化槽使用開始報告書又は浄化槽工事完了報告書の写し 
  ⑦既設の浄化槽の撤去を伴う場合にあっては、浄化槽使用廃止届出書の写し 
 
（９）〔 その他 〕 

  既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限7万5千円（転用費用の1/2）の補助を行っている 

 
 
※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．２１ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
大府市 市民協働部 環境課 0562-45-6223 直  通 0562-47-9996 
住  所  〒474-8701 大府市中央町5-70 担当者氏名 近藤 祐生 

 
 

U R L http://www.city.obu.aichi.jp/ E-mail kankyo@city.obu.lg.jp 
 
 
 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 一般地域 特定地域 人槽区分 一般地域 特定地域 
 5人槽 180,000 － 11～20人槽 補助無し － 

 7人槽 240,000 － 21～30人槽 補助無し － 

10人槽 300,000 － 31～50人槽 補助無し － 
   51人槽以上 補助無し － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                      （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
３ ５ ２     １０ 

                                                                                前年度実績基数（１基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・次の地域を除く地域 

  ①下水道整備計画区域。ただし、下水道整備計画区域であっても、水質汚濁防止法第14条の6第1項に規定
する生活排水対策重点地域（境川流域）内で、7年以上下水道の整備が見込まれない地域は除く 

  ②農業集落排水計画区域 
（４）〔 特定地域の有無 〕有（境川流域） 
（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①現在使用しているみなし浄化槽又はくみ取便槽を廃止する者 
  ②処理対象人員が10人以下の浄化槽を専用住宅に設置する者 
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項又
は第6条の2第1項に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②専用住宅の新築又は全部を改築する事に伴い浄化槽を設置する者 
③住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られないもの 

  ④国及び地方公共団体 

  ⑤販売の目的で浄化槽を設置する者。 

  ⑥その他市長が適当でないと認める者 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書両面の写し（受付印のあるもの）又は建築基準法第6条第1項又は
第6条の2第1項の規定による建築確認済証の写し 

  ②工事請負契約書の写し 

  ③排水経路図 

  ④設置場所の案内図 

  ⑤浄化槽設置工事見積書の写し 

    ⑥住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ⑦「小規模合併処理浄化槽施工技術特別講習会」修了書又は昭和63年度以降に資格を有した浄化槽設備士
免状の写し 

  ⑧既設のみなし浄化槽又はくみ取便槽の写真 
⑨その他市長が必要と認める書類 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：完了の日から起算して30日以内又は当該年度の末日までのいずれか早い日 

  ①浄化槽法10条の規定に基づく浄化槽保守点検業者及び清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象  
     者が自ら当該浄化槽の保守点検及び清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明す 
      る書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書の写し 

  ③施工の写真 

  ④撤去したみなし浄化槽又はくみ取便槽の写真 
⑤その他市長が必要と認めるもの 

（９）〔 その他 〕 

  既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限7万5千円（工事費の2/3以内）の補助を行ってい 

る 
 
 



Ｎｏ．２２ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
知立市 市民部 環境課 0566-95-0154 直  通 0566-83-1141 
住  所  〒472-8666 知立市広見3-1 担当者氏名 井土 一誠 
U R L http://www.city.chiryu.aichi.jp/ E-mail kankyo@city.chiryu.lg.jp 

 
（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 460,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 572,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 771,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

 
（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                        （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
４ １ １     ６ 

                                                                 前年度実績基数（４基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   公共下水道認可区域を除く地域 
 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 

（５）〔 補助対象条件 〕 

 ・既設の汲取り式トイレ又はみなし浄化槽を撤去若しくはみなし浄化槽を雨水貯留槽へ転用して、処理  
  対象人員10人以下の浄化槽を設置すること 

  ①知立市の住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の規定により住民基本台帳に記録された者 

  ②自ら居住の用に供する市内の住宅（延べ床面積の2分1以上を居住の用に供する併用住宅を含み、集合 
   住宅及び社宅を除く。）に、撤去する汲取り式トイレ又はみなし浄化槽を浄化槽が接続され、現に使 
   用している者 

  ③市税の滞納がない者 

  ④過去にこの要綱（改正前を含む。）による補助を受けたことがないこと 
 

（６）〔 欠格要件 〕 

  ①当該年度内において、知立市公共下水道処理開始区域外からの汚水流入に関する取扱要綱（平成13年 
   下水道課要綱）第4条の許可を受けることが見込まれる者 

    ②浄化槽法第5条第1項の規定に基づく設置の届出の審査を受けずに浄化槽を設置する者 

  ③建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項の規定に基づく確認が必要となる新築、改築、増築 

   に伴い浄化槽を設置する者 

  ④住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ⑤住宅を販売する目的の者 

  ⑥補助金の交付申請前に工事に着工した者 
 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①浄化槽設置届出書の写し 

  ②設置場所の案内図 

  ③配置図及び排水経路図 

  ④全国浄化槽推進市町村協議会の登録制度による登録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

  ⑤浄化槽機能保証制度における一般社団法人全国浄化槽団体連合会の保証登録証 

  ⑥浄化槽設備士免状の写し及び昭和62年度以前の資格取得者は施工技術特別講習会修了証書の写し 

  ⑦浄化槽転換設置事業に係る工事見積書及び工事契約書の写し（撤去及び設置に係る費用のわかるもの） 

  ⑧住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ⑨知立市税を滞納していないことを証明する書類 

  ⑩その他市長が必要と認める書類 
 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

  ・提出期限：事業完了後30日以内又は当該年度の3月末日のいずれか早い日まで 

    ①工事請負契約書の写し 

    ②工事施工写真（既設物の撤去から浄化槽の新設まで） 

  ③浄化槽設備士が確認したチェックリスト 

  ④領収書の写し（既設物の撤去等から浄化槽の新設に係るもの） 



  ⑤浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し 

  ⑥浄化槽法定検査契約書の写し及び浄化槽法定検査依頼書の写し 

⑦浄化槽使用開始報告書または浄化槽工事完了報告書の写し 
⑧浄化槽使用廃止届出書の写し（既設浄化槽の撤去を伴う場合に限る） 
⑨住民票の写し 

  ⑩その他市長が必要と認める書類 
 
（９）〔 その他 〕 

   既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に工事費用の2/3（3㎥未満:7万5千円,3～10㎥:10万円,
10㎥以上:15万円まで）の補助を行っている（下水道接続時） 

 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｎｏ．２３ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
尾張旭市 市民生活部 環境課 0561-76-8136 直  通 0561-52-0831 
住  所  〒488-8666 尾張旭市東大道町原田2600-1 担当者氏名 山下 徳仁 

U R L http://www.city.owariasahi.lg.jp
/index.html 

E-mail kankyou@city.owariasahi.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                      （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 332,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 414,000 － 21～30人槽 補助しない － 
10人槽 548,000 － 31～50人槽 補助しない － 

   51人槽以上 補助しない － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                    （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
 ５      ５ 

                                                                                  前年度実績基数（１基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   公共下水道の事業計画の認可を受けた地域を除く地域（ただし、当分の間、下水道処理の開始が見込ま 
  れない地域は対象となる。） 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって平成4年10月30日付衛浄第34号
厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める浄化槽設置整備事業における国
庫補助指針が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの 

    ②既設のくみ取り便所又はみなし浄化槽を廃止し、専用住宅（主に居住の用に供する建物又は延べ床面 
   積の2分の1以上を居住の用に供する建物。）に10人槽以下の浄化槽を設置する場合 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法第6条第1項に基づく確認を受けずに浄
化槽を設置する者 

  ②補助申請者自らの居住の用に供しない専用住宅に浄化槽を設置する者 

  ③専用住宅を新築又は全部の改築をすることに伴い浄化槽を設置する者 

  ④専用住宅を増築することに伴い、建築基準法施行令第32条第1項表中の規定に基づくし尿浄化槽の処 
   理対象人員の算定により、既存のみなし浄化槽等を付け替える必要が生じたときに浄化槽を設置する 
   者 

  ⑤住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られないもの 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し 

  ②し尿浄化槽調書の写し 

  ③設置場所の案内図 

  ④専用住宅の平面図 

  ⑤浄化槽工事業者との工事請負契約書の写し 

    ⑥住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ⑦浄化槽機能保証登録証 

  ⑧施工する浄化槽設備士の免状の写し 

  ⑨その他市長が必要と認める書類 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：補助事業完了後1ヶ月以内又は当該年度3月31日のいずれか早い日 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の 
   保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書（副本） 

  ③浄化槽工事業者が撮影した工事工程の写真 

  ④浄化槽工事業者から補助対象者への請求書及び領収書の写し 

  ⑤その他市長が必要と認める書類 
（９）〔 その他 〕 

  既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限10万円の補助を行っている 

 

 
※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 



Ｎｏ．２４                  

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
高浜市 都市政策部 上下水道グループ 0566-52-1111 内線 292 0566-52-1110 
住  所  〒444-1398 高浜市青木町4-1-2 担当者氏名 星  愛子 
U R L http://www.city.takahama.lg.jp/ 

 
E-mail suido@city.takahama.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 一般地域 特定地域 人槽区分 一般地域 特定地域 
 5人槽 332,000 － 11～20人槽 補助しない 補助しない 

 7人槽 414,000 － 21～30人槽 補助しない 補助しない 

10人槽 548,000 － 31～50人槽 補助しない 補助しない 
   51人槽以上 補助しない 補助しない 

 
（２）平成３０年度の補助計画基数                                             （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
２ ２      ４ 

                                                                                 前年度実績基数（２基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   下水道法（昭和33年法律第79号）に基づく衣浦東部流域下水道事業認可区域以外の地域 
（４）〔 特定地域の有無 〕有（油が淵流域・県が特に指定する） 
（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①既存の専用住宅において現に使用しているみなし浄化槽又はくみ取り便槽を廃止し、新たに処理対象人
員10人以下の浄化槽を設置する者 

  ②転換整備に係るみなし浄化槽が接続されている建築物の所在地に住民登録がされている者 

  ③転換整備に係る専用住宅について、高浜市雨水貯留・浸透施設設置奨励補助金交付規則（平成14年高浜
市規則第43号）による補助金（同規則第4条各号に規定する補助対象工事のうち、2種類以上の補助対象
工事を行った場合の補助金に限る。）の交付決定を受けている者 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②専用住宅又は土地を借りている者で、転換整備を行うことについて賃貸人の承諾が得られないもの 

  ③市税の滞納がある者 

  ④暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条6号に規定す
る暴力団員をいう。）である者 

  ⑤暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条2号に規定する暴力団をいう。）又は暴
力団員と密接な関係を有する者 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①浄化槽設置届出書(審査を経たもの)の写し 

  ②設置場所の案内図、配置図及び配管図 

  ③専用住宅又は土地を借りている者は、賃貸人の承諾書 
  ④転換整備に係る工事の見積書の写し及び工事請負契約書の写し 

  ⑤全国浄化槽推進市町村協議会による登録証の写し、登録浄化槽管理票（Ｃ票）及び浄化槽保証登録証 

    ⑥担当浄化槽設備士免状の写し（昭和62年度以前の浄化槽設備士資格取得者にあっては、小規模合併   
    処理浄化槽施工技術特別講習会修了証書の写し） 

  ⑦工場生産浄化槽認定シート又は設計計算書 

  ⑧浄化槽工事業登録の写し又は特例浄化槽工事業者届出書の写し 

  ⑨高浜市雨水貯留･浸透施設設置奨励補助金交付決定通知書の写し 
  ⑩同意書 

  ⑪その他市長が必要と認める書類 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：補助事業完了後速やかに 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し又は浄化槽管理カードの写し 

  ②浄化槽法定検査依頼書の副本及び浄化槽法定検査契約書の写し 

  ③転換整備に係る工事の工事写真（状況が把握できるもの)及び浄化槽本体の型式が確認できる写真 

  ④施工した浄化槽設備士による施工検査報告書（チェックリスト） 

  ⑤転換整備に係る工事に要した費用の請求書の写し及び領収書の写し 

  ⑥高浜市雨水貯留･浸透施設工事完了報告書の写し及び高浜市雨水貯留･浸透施設奨励補助金額確定通知
書の写し 

  ⑦その他市長が必要と認める書類 
（９）〔 その他 〕 

  既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限10万円の補助を行っている 



Ｎｏ．２５                 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
岩倉市 市民部 環境保全課 0587-38-5808 直  通 0587-66-6100 

 住  所  〒482-8686 岩倉市栄町1-66 担当者氏名 山内 雅史 
U R L http://www.city.iwakura.aichi.jp

/ 
 

E-mail kankyohozen@city.iwakura.lg.jp 
 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 332,000 － 11～20人槽 939,000 － 

 7人槽 414,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 548,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

 ※新築・増改築の場合は20人槽以下5万円の補助 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                     （単位：基） 

 5人槽 7人槽 １０人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計  
 ５ １      ６  
                                                                                  前年度実績基数（５基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   尾張都市計画下水道岩倉公共下水道に係る都市計画決定区域を除く市内全域 
 

（４）〔 特定地域の有無 〕無  
 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、平成4年10月30日付衛浄第34
号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める浄化槽設置整備事業における
国庫補助指針が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの 

 ②20人槽以下の浄化槽を設置しようとするもの 
 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③実績報告時に設置場所に住民登録しない者及び居住しない者 

  ④自らの住居を目的とする住宅以外に浄化槽を設置する者 

  ⑤徴収金（岩倉市税条例第2条第2号で定める市税並びにその督促手数料、延滞金、過少申告加算金、不申
告加算金、重加算金及び滞納処分費をいう。）を滞納している者 

  ⑥岩倉市暴力団排除条例第2条に定める暴力団及び暴力団員であると認められる者 
 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し 

  ②浄化槽設置場所の案内図 

  ③住宅を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ④工事の見積書の写し及び工事請負契約書の写し 

  ⑤全国浄化槽推進市町村協議会に登録された浄化槽にあっては、浄化槽メーカー等の登録証の写し、登録
浄化槽管理票（Ｃ票）及び保証登録証 

⑥浄化槽構造詳細図及び各室の容量並びに汚水量等計算書（国土交通大臣型式認定浄化槽については、型
式適合認定書及び仕様書、図面）等その機能を明らかにするもの 

⑦浄化槽調書の写し（建築確認を受けて設置する場合に限る） 
⑧配置図（敷地境界線、浄化槽、汚水管、雑配水管、汚水桝、建築物等を図示したもの）       
⑨浄化槽設備士免状の写し 
⑩誓約書 
⑪その他市長が必要とする書類 
 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 
 ・提出期限：事業完了後30日以内又は当該年度3月10日のいずれか早い期日 
  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し 

  ②浄化槽法第7条の規定に基づく検査手数料納入済の浄化槽法定検査依頼書の副本及び浄化槽法定検査契
約書（同法第7条及び11条）の写し 

  ③補助対象者が自ら当該浄化槽の保守点検又は清掃を行う場合にあっては自ら行うことができること 
   を証明する書類 



  ④浄化槽使用開始報告書又は浄化槽工事完了報告書の写し 
⑤浄化槽使用廃止届出書の写し（既設浄化槽の撤去を伴う場合に限る） 
⑥施工前、施工中、施工後の写真 

  ⑦浄化槽の設置工事に係る領収書及び内訳書の写し 

  ⑧浄化槽設備士が確認した検査表（チェックリスト） 

  ⑨浄化槽を設置した住居に居住していることを示す住民票の写し（3ヶ月以内のものに限る。） 
⑩その他市長が必要とする書類 

 

（９）〔 その他 〕 

  既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に補助を行っている 

     （5～10人槽：10万円  11人槽以上：15万円） 
 
 
※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．２６ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
豊明市 経済建設部 環境課 0562-92-1113 直  通 0562-92-1141 
住  所  〒470-1195 豊明市新田町子持松1-1 担当者氏名 川  嶋 
U R L http://www.city.toyoake.lg.jp/ E-mail kankyo@city.toyoake.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 一般地域 特定地域 人槽区分 一般地域 特定地域 

 5人槽 220,000 - 11～20人槽 補助しない - 

 7人槽 250,000 - 21～30人槽 補助しない - 
10人槽 320,000 - 31～50人槽 補助しない - 

   51人槽以上 補助しない - 
 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                   （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
２０ １５ ５     ４０ 

                                                                               前年度実績基数（３１基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・次の地域を除く区域 

  ①豊明市公共下水道事業計画区域 

  ②豊明市農村集落家庭排水施設が使用できる区域 

 
（４）〔 特定地域の有無 〕有（境川流域） 

 
（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①居住の用に供する建物又は延べ床面積の1/2以上を居住の用に供する建物に設置する場合 

  ②既設のみなし浄化槽から浄化槽へ切り替える場合 

  ③し尿くみ取り便所から浄化槽へ切り替える場合 

 
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項  
     の規定に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③国及び地方公共団体 

 
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①設置場所の案内図 

  ②法第5条2項の規定に基づく審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築基準法の規定に基づ
く建築確認通知書の写し 

  ③住宅等を借りている者は賃貸人の承諾書 

  ④配置図（配管が分かるものであること） 

  ⑤浄化槽法に基づく施工業者登録証及び浄化槽設備士免状の写し 

  ⑥工事施工見積書又は工事請負契約書の写し 
⑦登録浄化槽管理票（Ｃ票）、保証登録証 

  ⑧申請者（施主）の口座番号及び連絡先 
⑨その他市長が必要と認める書類 

 
（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：事業完了後30日以内又は当該年度2月末日までのいずれか早い日 

  ①法第10条の規定に基づく浄化槽の保守点検及び清掃に係わる業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら
当該浄化槽の保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②法第7条第1項及び第11条第1項に規定する検査の依頼書の副本及び契約書の写し  

  ③浄化槽使用開始報告書の写し又は浄化槽工事完了報告書の写し 
④施工時の写真 

  ⑤領収書の写し 

  ⑥平成元年2月8日付け衛浄第8号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知「浄化槽整
備事業の推進体制の強化について」にて提示された工事チェックリスト 

  ⑦設置者のうち、みなし浄化槽から浄化槽へ切り替えをしたものについては、みなし浄化槽使用廃止届書
の写し 

⑧その他市長が必要と認める書類 



Ｎｏ．２７ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
日進市 市民生活部 環境課 0561-73-2843 直  通 0561-72-4603 
住  所  〒470-0192 日進市蟹甲町池下268 担当者氏名 本田 真人 
U R L http://www.city.nisshin.lg.jp/ E-mail kankyo@city.nisshin.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                       （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 332,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 414,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 548,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                     （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
２ ５      ７ 

                                                                                 前年度実績基数（３基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・市内の下水道法に基づく公共下水道の事業計画区域（北部処理区、梅森処理区、南部処理区）及び次  
   に定める区域を除く全域 

  ①農業集落排水事業区域（日進地区相野山処理区） 

  ②既に大型合併処理浄化槽が設置されている三ヶ峯台、南山エピック及び五色園の各住宅団地（ただし、
市長が特別に認めるものの建物は除く。） 

  ③その他市長が指定する区域 
 
（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 
（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①専用住宅において、既設のみなし浄化槽を廃止し、浄化槽を設置する者 

  ②この要綱の施行の日以前からし尿くみ取り便所を所有し、専用住宅に浄化槽を設置する者 
 
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②建物又は土地を借りている者で賃貸人の承諾が得られないもの 

  ③自らの雑排水を浄化槽で処理することなく公共水域に放流する者 

  ④自らの居住の用に供しない専用住宅に浄化槽を設置する者 

  ⑤専用住宅を新築又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項の規定に基づく確認申請を要す 
   る改築をすることに伴い浄化槽を設置する者 

  ⑥11人槽以上の浄化槽を設置する者 
  ⑦市税を滞納している者 
 
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①浄化槽法第5条第2項の規定による審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し 

  ②設置場所の案内図 

  ③配置図及び排水経路図 

  ④建物又は土地を借りている者は、賃貸人の承諾書  

  ⑤浄化槽設置工事見積書及び工事請負契約書の写し 
  ⑥登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

  ⑦浄化槽登録証の写し 

  ⑧浄化槽保証登録証（市町村用） 

  ⑨浄化槽設備士免状又は特別講習会修了証書の写し 
  ⑩型式適合認定書、別添仕様書及び図面の写し 
  ⑪市税納付状況確認同意書 
  ⑫その他市長が必要と認める書類 
 
（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：補助事業の完了後速やかに 
       当該年度の3月25日とする。ただし当該期日が日曜日及び土曜日に当たる場合は、その前日

とする 
   ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の 



   保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 
  ②浄化槽法定検査依頼書及び浄化槽法定検査契約書の写し 

  ③浄化槽の設置に要した費用の領収書及び請求書の写し 

  ④施工の写真 

  ⑤浄化槽設備士によるチェックリスト 
  ⑥浄化槽使用廃止届出書の写し（既設浄化槽の撤去を伴う場合に限る。） 
  ⑦浄化槽使用開始報告書の写し 
  ⑧その他市長が認める書類 
 
（９）〔 その他 〕 

  既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限8万円の補助を行っている（下水道接続時のみ） 

 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．２８ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
田原市 水道部 下水道課 0531-23-3571 直  通 0531-22-3184 
住  所  〒441-3492 田原市田原町南番場30-1 担当者氏名 小野田 充孝 
U R L http://www.city.tahara.aichi.jp/ E-mail gesui@city.tahara.aichi.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

 人槽区分 限度額 特定地域 
 5   人   槽 332,000 － 
 7   人   槽 414,000 － 

 10 人 槽 以 上 548,000 － 
 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                     （単位：基） 
5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
３ ６ １     １０ 

                                                                                 前年度実績基数（９基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・次に定める区域を除く地域 

  ①下水道法に基づく公共下水道事業認可区域 

  ②農業集落排水事業整備区域（事業採択区域を含む） 

  ③その他市長が指定する地域（臨海工業地域ほか） 
（４）〔 特定地域の有無 〕無 
（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽 浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、平成4年10月30日付
衛浄第34号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める浄化槽設置整備事業
における国庫補助指針が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの 

  ②専用住宅 居住を目的とした住宅又は居住の用に供する部分と事務所、店舗その他これに類するもの 
   に供する部分とが併用されている住宅（居住の用に供する部分の床面積が1/2以上であるものに限る。） 
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項  
     の規定に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③市町村税を滞納している者 

  ④その他市長が不適当と認めた者 
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し 

  ②設置場所の案内図及び排水経路図 

  ③事業費見積書の写し、仕様書、カタログ及び図面 

  ④「浄化槽設置整備事業における国庫補助指針」（平成4年10月30日衛浄第34号厚生省浄化槽対策室長通
   知）が適用される浄化槽にあっては、登録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

  ⑤住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ⑥市町村税を滞納していないことを証する書類  

  ⑦その他市長が必要と認める書類 

   ※購入者未定の建売住宅において、補助を受ける場合は別途手続きが必要である 
（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：補助金にかかる事業完了後速やかに提出。最終提出日は当該年度の3月31日とする。ただし、 
    当該期日が日曜日、土曜日又は休日の場合はその前日とする 

  ①補助金に係る経費の請求書の写し及び領収書の写し 

  ②浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助金を受けようとする者が  
   当該浄化槽の保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ③浄化槽法定検査依頼書の原本及び領収書の写し 

  ④工事施工の写真 

  ⑤工事担当浄化槽設備士の証するチェックリスト 

  ⑥その他市長が必要と認めるもの 

    ※浄化槽設置済みの建売住宅を購入した者は別途手続きが必要である 
（９）〔 その他 〕 

  既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限10万円の補助を行っている（下水道接続時・ 

  工事費用の1/2） 
 
※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 



Ｎｏ．２９ 
市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
愛西市 上下水道部 下水道課 0567-55-7124 直  通 0567-26-1011 
住  所  〒496-8555 愛西市稲場町米野308 担当者氏名 滝川 悦司 
U R L http://www.city.aisai.lg.jp/ E-mail gesuido@city.aisai.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

 人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域  

 5人槽 246,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 285,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 363,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                        （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
２４ １８ ３     ４５ 

                                                                      前年度実績基数（４５基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・次の区域を除く区域 

  ①農業集落排水処理施設区域 

  ②コミュニティ･プラント事業地区 

    ③公共下水道事業計画区域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、平成4年10月30日付衛浄第34
号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める浄化槽設置整備事業における
国庫補助指針が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの 

  ②変則浄化槽 みなし浄化槽（以下「前置浄化槽」という。）及び雑排水並びに前置浄化槽からの排水 
   を併せて処理する装置を組み合わせたものであって前号浄化槽と同じ処理能力を有するもの 

 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項  
     の規定に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②建物又は土地を借りている者で、貸主の承諾が得られない者 

  ③販売の目的で浄化槽等付住宅を建築する者 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し及び浄化槽調書の写し 

  ②設置図及び排水経路図 

  ③設置場所の案内図 

  ④浄化槽設置工事見積書の写し 

  ⑤建物又は住宅等を借りている者は賃主の承諾書 

  ⑥その他市長が必要と認める書類 

 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：補助事業の完了後30日以内。最終期日は当該年2月末日とする。ただし、当該期日が休日の   
   場合はその前日とする 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の 
   保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書の写し 

  ③浄化槽の設置に要した費用の請求書及び領収書の写し 

  ④施工の写真 

  ⑤その他市長が必要と認めるもの  

 

（９）〔 その他 〕 

  既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限10万円の補助を行っている（供用開始3年以内 

  事業費の2/3） 

 



Ｎｏ．３０ 

市町村名 
 
 
 
 
 
 
 

担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
弥富市 民生部 環境課 0567-65-1111 内線 134 0567-52-3276 
住  所  〒498-8501 弥富市前ヶ須町南本田335 担当者氏名 山  田 
U R L http://www.city.yatomi.lg.jp E-mail kankyo@city.yatomi.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 限度額 
公共下水道 
事業計画区域 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人槽区分 限度額 
公共下水道 
事業計画区域 

    5人槽 332,000 110,000 11～20人槽 補助しない 補助しない 

 6～7人槽 414,000 138,000 21～30人槽 補助しない 補助しない 

8～10人槽 548,000 182,000 31～50人槽 補助しない 補助しない 
   51人槽以上 補助しない 補助しない 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                        （単位：基） 
5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
２５ ２０ ５     ５０ 

                                                                               前年度実績基数（３７基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   市内全域 
  

（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって浄化槽設置整備事業における国
庫補助指針（平成4年10月30日衛浄第34号厚生省浄化槽対策室長通知）に適合すること 

  ②変則合併処理浄化槽を設置しようとする者 
 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項  
      の規定に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②建物又は土地を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③11人槽以上の浄化槽を設置する者 

  ④自ら居住を目的とする住宅以外の住宅に浄化槽を設置する者 

  ⑤床面積の2分の1以上を居住の用に供していない建物に浄化槽を設置しようとする者 
 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し及び浄化槽調書の写し 

  ②設置図及び排水経路図 

  ③設置場所の案内図 

  ④浄化槽設置工事見積書の写し 

  ⑤建物又は住宅等を借りている者は賃貸人の承諾書 

  ⑥工事請負契約書の写し 

  ⑦その他市長が必要と認める書類 
 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：事業完了後30日以内又は当該年度の3月20日のいずれか早い期日 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の 
   保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書の写し 

  ③浄化槽設置に要した費用の請求書及び領収書の写し 

  ④工事施工の写真（工事前･工事中･工事完了後） 
  ⑤浄化槽設備士の証するチェックリスト 

  ⑥その他市長が必要と認めるもの 
 

（９）〔 その他 〕 

  ①補助金の交付を受けて設置した浄化槽の所有者は法第7条及び第11条の規定による検査を実施したと
きは、当該検査を実施した日から30日以内に法定検査実施報告書に検査結果書の写しを添えて、市長
に提出しなければならない 

  ②既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限5万円の補助を行っている 



Ｎｏ．３１ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 

あま市 上下水道部 下水道課 052-441-7116 直  通 052-441-7137 
 住  所  〒490-1222 あま市木田戌亥34 担当者氏名 黒宮 由貴 

U R L http://www.city.ama.aichi.jp/ E-mail gesui@city.ama.jp 
 
（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 一般地域 特定地域 人槽区分 一般地域 特定地域 
 5人槽 332,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 414,000 － 21～30人槽 補助しない － 
10人槽 548,000 － 31～50人槽 補助しない － 

   51人槽以上 補助しない － 
 
（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                      （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
８ ８ ４     ２０ 

 
（３）〔 補助対象地域 〕 

   下水道法（昭和33年法律第79号）第4条第1項の規定により公共下水道の事業計画を定めた区域及び市長が
別に指定した区域を除いた区域 

 
（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 
（５）〔 補助対象条件 〕 

   専用住宅（主に居住の用に供する建物又は延床面積の2分の1以上を居住の用に供する建物）に居住する者
であって、当該専用住宅の既設のみなし浄化槽又はくみ取り便所の使用を廃止するもの 

 
（６）〔 欠格要件 〕 

   ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第5条第1項に規定する設置の届出をせず浄化槽を設置する者 

②建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項又は第6条の2第1項に規定する確認を受けて浄化槽を設
置する者 

③販売又は賃貸の目的で浄化槽を設置する者 
④11人槽以上の浄化槽を設置する者 
⑤住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 
⑥市税を滞納している者 
⑦暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団

員又は同条第2号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者 
⑧その他市長が適当でないと認める者 

 
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し 

  ②設置場所の案内図 

  ③専用住宅の平面図 

  ④住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書  

  ⑤浄化槽工事業の登録通知又は特例浄化槽工事業者届出書の写し 
  ⑥浄化槽設備士免状の写し及び特別講習会修了証書の写し（昭和62年度以前に資格を取得した者に限る。） 
  ⑦浄化槽工事施工見積書の写し（みなし浄化槽又はくみ取り便所を撤去する場合は、撤去処分費用見積書

の写し） 

  ⑧浄化槽工事業者との工事請負契約に係る契約書の写し 
⑨全国浄化槽推進市町村協議会の登録制度による登録証の写し 
⑩登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

  ⑪浄化槽機能保証制度に基づいて登録されたことを証する保証登録証（市町村用） 
⑫市税の未納税額のないことの証明書 

  ⑬その他市長が必要と認める書類 
 
（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：事業完了の日から1月以内又は当該年度の2月末日のいずれか早い期日まで  

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（交付決定者が当該浄化槽の保守 
   点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査契約書の写し 



  ③浄化槽法定検査依頼書の写し 

  ④浄化槽使用開始報告書の写し 

  ⑤みなし浄化槽の浄化槽使用廃止届出書の写し  

  ⑥浄化槽の設置に要した費用の領収書及び請求書の写し（みなし浄化槽又はくみ取り便所を撤去する場合
は、撤去に要した費用の領収書及び請求書の写し） 

  ⑦浄化槽設備士が確認したチェックリスト  
  ⑧浄化槽工事業者が撮影した施工状況の写真 

⑨その他市長が必要と認める書類   
 
（９）〔 その他 〕 

  みなし浄化槽又はくみ取り便所を撤去に対する場合においては、その撤去に要する費用又は9万円のいず
れか低い額を加算する 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．３２ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 

東郷町 生活部 環境課 0561-56-0729 直  通 0561-38-7933 
住  所  〒470-0198 愛知郡東郷町春木字羽根穴1 担当者氏名 野々山 大稚 

U R L 
http://www.town.aichi-togo.lg.jp
/kankyo/hozen.machi_kankyo/kanky
o/suishitsu/joukasou_hojo.html 

E-mail 
tgo-kankyo@town.aichi-togo. 

lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 一般地域 特定地域 人槽区分 一般地域 特定地域 
 5人槽 332,000 415,000 11～20人槽 補助しない 補助しない 

 7人槽 414,000 517,000 21～30人槽 補助しない 補助しない 
10人槽 548,000 685,000 31～50人槽 補助しない 補助しない 

   51人槽以上 補助しない 補助しない 
 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                      （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
 ６      ６ 

                                                                                前年度実績基数（３基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   市街化調整区域 

（４）〔 特定地域の有無 〕有（境川流域） 

（５）〔 補助対象条件 〕 

   自己用の専用住宅（共同住宅及び寄宿舎等を除く）に浄化槽を設置しようとする個人のうち、既設のみな
し浄化槽から浄化槽に付け替える場合 

（６）〔 欠格要件 〕 

   ①浄化槽法第5条第1項の規定に基づく届出をしないで浄化槽を設置する者 

②専用住宅又はその敷地を借りている者で、既設のみなし浄化槽から浄化槽に付け替えることについて賃
貸人の承諾が得られない者 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し 

  ②設置場所の位置図 

  ③敷地配置図、建物平面図及び配管図 

  ④専用住宅又はその敷地を借りている者は、賃貸人の承諾書  

  ⑤工事請負契約書の写し 
  ⑥見積書の写し 

  ⑦浄化槽法第42条第1項に規定する浄化槽設備士免状の写し   

  ⑧全国浄化槽推進市町村協議会の定める浄化槽整備事業に係る浄化槽登録要領第6条1項の規定により、浄
化槽設置整備事業における国庫補助指針に適合する浄化槽として登録されたことを証する登録証の写
し   

  ⑨浄化槽機能保証制度に基づいて登録されたことを証する保証登録証（市町村用） 
  ⑩登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

  ⑪建築基準法第7条第5項若しくは第7条の2第5項の規定により交付された検査済証の写し又は浄化槽を設
置しようとする専用住宅の建築年月日が分かるもの 

⑫みなし浄化槽の設置状況が分かる写真又は浄化槽の清掃に関する書類等 
  ⑬その他町長が必要と認める書類 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：事業完了後30日を経過した日又は当該年度3月15日のいずれか早い期日  

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が当該浄化槽の保守 
   点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書（市町村用） 

  ③浄化槽法定検査契約書の写し 

  ④浄化槽設置費用の請求書及び領収書の写し 

  ⑤チェックリスト   

  ⑥配管経路図 

  ⑦施工写真 
  ⑧その他町長が必要と認める書類    
（９）〔 その他 〕 

  既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限8万円の補助を行っている 

 



Ｎｏ．３３ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
豊山町 生活福祉部 住民課 0568-28-0916 直  通 0568-28-2870 
住  所  〒480-0292 西春日井郡豊山町豊場字新栄260 担当者氏名 浮  野 
U R L http://www.town.toyoyama.lg.jp/ E-mail kankyo@town.toyoyama.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                              （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽  75,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽  90,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 110,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                       （単位：基） 

5人槽 7人槽 １０人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
 １０      １０ 

                                                                                    前年度実績基数（８基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   公共下水道の事業計画認可区域を除く町内全域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、平成4年10月30日付衛浄第34
号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める浄化槽設置整備事業における
国庫補助指針が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの 

  ②自ら居住するため延べ床面積の1/2以上を居住の用に供する建物に設置する10人槽以下の浄化槽 

  

（６）〔 欠格要件 〕 

  ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項   
      の規定に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②販売の目的で浄化槽付住宅を建築(増改築を含む。)する者 

  ③国及び他の地方公共団体から補助金の交付決定を受けて、浄化槽を設置する者 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し 

  ②設置場所の案内図 

  ③生活排水に係る設備が全て明示された各階平面図及び排水経路図 

  ④申請に係る敷地が明示された公図等の写し 

  ⑤設置費用が証明できる書類（見積書） 

  ⑥設置工事請負契約書の写し 

  ⑦浄化槽機能保証制度における保証登録証 

  ⑧浄化槽設備士免状の写し及び小規模合併処理浄化槽施工技術特別講習会修了証書の写し（昭和62年  
   度以前の資格取得者） 

  ⑨登録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

  ⑩その他町長が必要と認める書類 

 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

  ・提出期限：事業完了後1ヶ月以内又は当該年度3月31日のいずれか早い日 

    ①浄化槽保守点検業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の保守点検を行う場合 
   にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

    ②浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し 

  ③浄化槽法定検査依頼書（市町村提出用）及び契約書の写し  

  ④浄化槽施工の写真及びチェックリスト 

  ⑤設置費用が確認したことを証する書類（領収書の写し等）             

  ⑥その他町長が必要と認めるもの 

 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 



Ｎｏ．３４ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
大口町 産業建設部 環境経済課 0587-95-1613 直  通 

33 

0587-95-1030 
住  所  〒480-0144 丹羽郡大口町下小口7-155 担当者氏名 野  杁 

 
 

U R L http://www.town.oguchi.aichi.jp E-mail kankyoukeizai@town.oguchi.lg.jp 
 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 354,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 411,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 519,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                    （単位：基） 
5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 

 １      １ 
                                                                                 前年度実績基数（０基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・次の区域を除く区域 

  ①下水道事業計画に基づく尾張北部都市計画下水道大口公共下水道の都市計画決定区域（概ね10年以内  
      に整備出来ない区域を除く。） 

  ②農業集落排水処理事業に基づく供用開始区域 

  ③その他町長が指定する区域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無  

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、平成4年10月30日付衛浄第34
号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める浄化槽設置整備事業における
国庫補助指針が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの 

  ②10人槽以下の浄化槽 

      

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②住宅を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③大口町に居住していない者（大口町に居住しようとする者を除く） 

  ④自ら居住を目的とする住宅以外に浄化槽を設置する者 

  ⑤10人槽まで以外の浄化槽を設置しようとする者 

  ⑥既設の建物を取り壊し住宅を新築又は全部の改築をすることに伴い浄化槽を設置する者（大口町住  
   宅改修費助成事業実施要綱（平成12年大口町告示第61号）による住宅改修費助成事業の対象事業で、 
   その事業に伴い浄化槽を設置しようとするものを除く。） 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し 

  ②設置場所の位置図 

  ③賃貸人の承諾書（住宅等を借りている者） 

  ④配置図及び配管予定図（みなし浄化槽又は便槽の位置及び新設の浄化槽へ流入するし尿及び家庭雑排 
   水の配管図が明記されたもの） 

  ⑤平面図（面積計算式･総面積を記入） 

  ⑥浄化槽設置工事見積書の写し 

  ⑦浄化槽設置工事請負契約書の写し 

  ⑧全国浄化槽推進市町村協議会で規定する有効な「登録証の写し」「登録浄化槽管理票（Ｃ票）」 

  ⑨浄化槽機能保証制度に係る保証登録証（市町村用） 

  ⑩浄化槽設備士免状の写し及び小規模合併処理浄化槽施工技術特別講習会修了証書の写し（昭和62年度  
     以前の資格者） 

  ⑪浄化槽の法定検査･保守点検･清掃の実施誓約書 
  ⑫みなし浄化槽廃止誓約書又はし尿汲み取り便所廃止誓約書 

  ⑬みなし浄化槽又はし尿汲み取り便所の状況写真 

  ⑭その他町長が必要と認める書類 

 



（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：事業完了後1ヶ月以内又は当該年度3月31日のいずれか早い期日  

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が当該浄化槽の保守 
   点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書の写し 

  ③次に掲げる写真 

   ア 既設みなし浄化槽又はし尿汲取り便所の廃止を示すもの 

   イ 浄化槽設備士が工事を実地に監督していることを証するもの 

   ウ 基礎工事の状況を示すもの 

   エ 据付工事の状況を示すもの 

   オ かさ上げの状況を示すもの 

  ④浄化槽設備士が確認した確認表 

  ⑤領収書の写し 

  ⑥配置及び配管設置図 

  ⑦住民票の写し（申請時の住所が設置場所と違う場合に限る） 

  ⑧みなし浄化槽廃止届の写し又はし尿汲み取り廃止証明書 

  ⑨その他町長が必要と認める書類 

 

（９）〔 その他 〕 

  既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限8万円の補助を行っている 

 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｎｏ．３５ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
扶桑町 産業建設部 産業環境課 0587-93-1111 内線 276 0587-93-2034 
住  所  〒480-0102 丹羽郡扶桑町高雄字天道330 担当者氏名 仙田 裁也 
U R L  http://www.town.fuso.lg.jp/ E-mail sangyou_sc@town.fuso.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 252,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 292,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 292,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

※住宅を新築するものや建物を壊して改築するものは対象外 

 

（２）〔平成３０年度の補助計画基数 〕                                        （単位：基） 

5人槽 7～10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
６ ２     ８ 

                                                                                      前年度実績基数（３基） 
（３）〔 補助対象地域 〕 

   下水道法（昭和33年法律第79号）第4条第1項の認可又は同法第25条の3第1項の認可を受けた事業計画に  
    定められた区域を除く扶桑町全域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無  

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

    既存のみなし浄化槽又は汲み取り便所を廃止し、浄化槽を設置する者 
 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項 
   に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③扶桑町に住所を有しない者（扶桑町に居住しようとする者を除く） 

  ④自らの居住を目的とする住宅以外に浄化槽を設置する者 

  ⑤5～10人槽以外の浄化槽を設置する者 

⑥既設の建物を取り壊し住宅を新築又は全部の改築をすることに伴い、浄化槽を設置する者 

⑦町税を滞納している者 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し（受付印のあるもの）の写し 

  ②設置場所の案内図 

  ③住宅等を借りている者は賃貸人の承諾書 

  ④配置図及び配管図（みなし浄化槽又は便槽の位置及び新設の浄化槽へ流入するし尿及び家庭雑排水の 
   配管図が明記されたもの） 

⑤平面図（面積計算式･総面積記入） 

⑥浄化槽設置工事費見積書の写し 

⑦浄化槽設置工事請負契約書の写し 

⑧全国浄化槽推進市町村協議会で規定する有効な登録証の写し、登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

⑨浄化槽機能保証制度に基づく保証登録証（市町村用） 

⑩浄化槽設備士免状の写し及び昭和62年度以前に資格を取得した浄化槽設備士については小規模合併処 

理浄化槽施工技術特別講習会修了証書の写し 

⑪浄化槽の法定検査、保守点検、清掃の実施誓約書 

⑫みなし浄化槽又は汲み取り便所廃止誓約書 

⑬みなし浄化槽又は汲み取り便所の現況写真 

⑭その他町長が必要と認める書類 

 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：事業完了後30日以内又は当該年度の3月10日のいずれか早い日  
  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が当該浄化槽の保守 
   点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書の副本 



  ③次に掲げる施工中の写真 

   ア みなし浄化槽又は汲み取り便所の廃止の状況を示す写真 

   イ 浄化槽設備士が工事を実地に監督していることを証する写真 

   ウ 基礎工事の状況を示す写真 

   エ 据付工事の状況を示す写真 

   オ かさ上げの状況を示す写真 

   カ 配管の状況を示す写真 

  ④浄化槽設備士が確認したチェックリスト 

 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｎｏ．３６ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
蟹江町 民生部 環境課 0567-95-1111 内線 151 0567-95-9188 
住  所  〒497-8601 海部郡蟹江町学戸3-1 担当者氏名 鈴木 猛史 
U R L http://www.town.kanie.aichi.jp E-mail kankyo@town.kanie.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 対象地域 特例地 人槽区分 対象地域 特例地 
    5人槽 289,000 111,000 11～20人槽 補助しない 補助しない 

 6～7人槽 359,000 138,000 21～30人槽 補助しない 補助しない 

8～10人槽 476,000 183,000 31～50人槽 補助しない 補助しない 
   51人槽以上 補助しない 補助しない 

   ※特例地：下水道法（昭和33年法律第79号）第4条第1項に規定する事業計画の認可を受けた予定処理 
       区域内において下水道の供用が開始されていない土地をいう。 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                  （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
２５ １８ ４     ４７ 

                                                                               前年度実績基数（３４基） 

 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・次の区域を除く区域 
①下水道法第4条第1項の規定により定めた事業計画区域 
②コミュニティ・プラントの汚水処理区域 

（４）〔 特定地域の有無 〕無  

（５）〔 補助対象条件 〕 

   ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、「浄化槽設置整備事業にお 
   ける国庫補助指針」（平成4年10月30日付け衛浄第34号厚生省浄化槽対策室長通知）が適用される浄化
   槽にあっては同指針に適合するもの 

  ②10人槽以下の浄化槽 

（６）〔 欠格要件 〕 

  ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項   
     の規定に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②建物等を借りている者で賃貸人の承諾が得られない者 

  ③自ら居住を目的とする住宅以外の住宅に浄化槽を設置する者 

  ④11人槽以上の浄化槽を設置しようとする者 

  ⑤床面積の2分の1以上を居住の用に供していない建物に浄化槽を設置しようとする者 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し及び浄化槽調書の写し 

  ②配置図及び排水経路図 

  ③設置場所の案内図 

  ④浄化槽設置工事見積書の写し 

  ⑤建物等を借りている者は、貸主の承諾書 

  ⑥工事請負契約書の写し 

  ⑦その他町長が必要と認める書類 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：事業完了後30日以内又は当該年度3月10日のいずれか早い期日  

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が当該浄化槽の保守 
   点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書の原本 

  ③浄化槽の設置に要した費用の領収書及び請求書の写し 

  ④施工の写真 

  ⑤設置チェックリスト 

  ⑥補助対象者が浄化槽を設置した住居に居住していることを示す住民票（発行後3ヶ月以内のものに限   
     る） 

  ⑦その他町長が必要と認める書類 
（９）〔 その他 〕 

  既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限8万円の補助を行っている 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 



Ｎｏ．３７ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
飛島村 開発部 建設課 0567-97-3464 直  通 0567-52-2320 
住  所  〒490-1436 海部郡飛島村竹之郷3-1 担当者氏名 黒川 聖斗 

U R L http://www.vill.tobishima. 
aichi.jp/ 

E-mail tb-kensetu@vill.tobishima.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 補助基準額 補助加算額 人槽区分 補助基準額 補助加算額 
 5人槽 住 宅 

 
 
 
 
 
 

332,000 
 
 
 
 

110,000 11～20人槽 住 宅   939,000 － 

     事業所 156,000 
 
 

000000 
 
 

 90,000          事業所   439,000 － 
 7人槽 住 宅 

 
 
 
 
 
 

414,000 138,000 21～30人槽 住 宅 1,472,000 － 

     事業所 194,000  90,000 
 

         事業所   688,000 － 
 10人槽 住 宅 

 
 
 
 
 
 

548,000 182,000 31～50人槽 住 宅 2,037,000 － 
     事業所 257,000  90,000          事業所   951,000 － 

   51人槽以上 住 宅 
 
 
 
 
 
 

2,326,000 － 
            事業所 1,551,000 － 

※村内の排水路へ放流するものには、上記限度額に加えて、補助加算額を支給する（住宅のみ） 

※補助加算額は、総事業費から補助基準額を差し引いた額の1/3の額とする 

 
（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                       （単位：基） 

 5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 合 計 
住 宅 １ ２ ２ ２   ７ 

 
 

事業所 ２ ２ １ １ ２  ８ 
                                                                                    前年度実績基数（１０基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   飛島村農業集落排水処理区域以外 

 
（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 
（５）〔 補助対象条件 〕 

   浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、平成4年10月30日付衛浄第34号
厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める｢浄化槽設置整備事業における国庫
補助指針｣が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの 

 
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①飛島村集落排水処理施設を利用する者 

  ②浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項   
     の規定に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

 
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①浄化槽設置希望者調書 
②審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書及び浄化槽調書の写し 

  ③設置場所の案内図、配置図及び排水経路図 

  ④浄化槽設置工事費（転換と併せて既存のみなし浄化槽を撤去する場合にあっては、撤去費を含む）の見
積書の写し 

  ⑤建物又は住宅等を借りている者は、賃主の承諾書 

  ⑥工事請負契約書の写し 

  ⑦全国浄化槽推進市町村協議会で規定する登録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ票） 
⑧浄化槽機能保証制度に基づく保証登録証の写し 
⑨型式適合認定書及び仕様書、図面の写し 
⑩その他村長が必要と認めた書類 

 
（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：工事完了後1ヶ月以内又は翌年度の4月5日までのいずれか早い日 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の 
   保守点検又は清掃を行う場合にあっては自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書及び浄化槽法定検査契約書の写し 

  ③浄化槽設置に要した費用（転換と併せて既存のみなし浄化槽を撤去する場合にあっては、撤去費を含む）
の領収書及び請求書の写し 



  ④施工の状況を記録した写真 
  ⑤みなし浄化槽を撤去した場合は、撤去したことを証する書類の写し及びみなし浄化槽撤去工事施工中の

写真 

  ⑥補助金交付決定通知書の写し（原本証明したもの） 
  ⑦浄化槽設備士のチェックリスト 
  ⑧その他村長が必要と認める書類 
 
（９）〔 その他 〕 

   みなし浄化槽から浄化槽へ転換する場合、撤去費補助として、上限9万円の上乗せ補助を行っている。 
    (事業所10人槽以下のみ) 
 
 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｎｏ．３８ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
阿久比町 建設経済部 建設環境課 0569-48-1111 内線 1211 0569-49-0057 
住  所  〒470-2292 知多郡阿久比町卯坂字殿越50 担当者氏名 市田 真也 
U R L http://www.town.agui.lg.jp/ E-mail kankyo@town.agui.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 332,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 411,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 519,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                                    （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
 ２０      ２０ 

                                                                                     前年度実績基数（１９基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・次の区域を除く区域 

  ①下水道法（昭和33年法律第79号）第4条第1項及び第25条の3第1項の規定により事業計画の認可を受け  
     た区域 

  ②土地区画整理事業予定区域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①専用住宅に浄化槽を設置しようとする者 

  ②みなし浄化槽を撤去し、同一敷地内に浄化槽を設置する者（既存のみなし浄化槽を廃止し、建築基準法
（昭和25年法律第201号）第6条第1項の規定に基づく確認を伴わない浄化槽を設置する者に限る。） 

 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項 
   の規定に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③販売及び賃貸の目的で浄化槽を設置する者 

  ④11人槽以上の浄化槽を設置する者 
  ⑤公共事業の移転補償として浄化槽の設置に係る補償を受けようとする者 
 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認済証及び建築確認申請書（し尿浄化槽調書添
付）の写し 

  ②設置場所の案内図 

  ③配置図及び配管図 
④建物平面図 
⑤浄化槽工事の請負契約書及び見積書の写し 
⑥住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ⑦浄化槽機能保証制度に基づいた保証登録証（市町村用） 
  ⑧登録浄化槽管理票（Ｃ票） 
  ⑨浄化槽設備士免状（昭和62年度以前に資格を取得した者にあっては、小規模合併処理浄化槽施工技術

特別講習会修了証書）の写し 
  ⑩全国浄化槽推進市町村協議会の登録証の写し 

⑪型式適合認定書の写し 
⑫型式適合認定書別添仕様書及び図面の写し 
⑬その他町長が必要と認める書類 

 
※みなし浄化槽を撤去して浄化槽を設置する者が補助金の交付を受けようとする時 
 ①～⑬ 
 ⑭みなし浄化槽であることがわかる書類及び状況写真 
 ⑮撤去みなし浄化槽の配置図及び配管図 
 ⑯撤去費に係る見積書 



（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

  ・提出期限：事業完了後1ヶ月以内又は当該年度の2月末日のいずれか早い期日 

    ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の 
   保守点検又は清掃を行う場合にあっては自ら行うことができることを証明する書類） 

    ②浄化槽法定検査依頼書の副本及び浄化槽法定検査契約書の写し       

  ③工事写真 

  ④浄化槽設備士が確認した検査表 
⑤補助費用に係る支払い領収書及び内訳書の写し 
⑥その他町長が必要と認める書類 

 
※みなし浄化槽を撤去して浄化槽を設置する者が補助金の交付を受けようとする時 

  ①～⑥ 

  ⑦みなし浄化槽撤去工事の施工写真 

  ⑧みなし浄化槽を適正に処理した証拠書類（マニフェスト）の写し 

  ⑨みなし浄化槽廃止届（愛知県受領済み）の写し 

 

（９）〔 その他 〕 

   みなし浄化槽から浄化槽へ転換する場合、撤去費補助として、上限9万円の上乗せ補助を行っている 
 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｎｏ．３９ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
東浦町 生活経済部 環境課 0562-83-3111 内線 284 0562-83-9756 
住  所  〒470-2192 知多郡東浦町緒川字政所20 担当者氏名 明石 瑠衣 

U R L http://www.town.aichi-higashiur
a.lg.jp 

E-mail kankyo@town.aichi-higashiura. 
lg.jp 

 
（１）〔 補助金額 〕                                                                      （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽  90,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 120,000 － 21～30人槽 補助しない － 
10人槽 180,000 － 31～50人槽 補助しない － 

   51人槽以上 補助しない － 

 
（２）〔 平成３０年度の補助計画基数 〕                                         （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
 ２      ２ 

                                                                                       前年度実績基数（１基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

  公共下水道事業の認可区域を除く 

 
（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 
（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、平成4年10月30日付衛浄第34
号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める合併処理浄化槽設置整備事業
における国庫補助指針が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの、かつ、全国浄化槽推進市
町村協議会に登録されているもの 

  ②申請時に浄化槽を設置していないこと 

  ③個人が所有する戸建て住宅で既存みなし浄化槽または既存くみ取り便槽を廃止し、浄化槽を設置する 
   者 

 
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②建築基準法（昭和25年法律第201号）の規定に基づく確認申請を要する建築物の建築に伴うもの。（既
存の住宅を増築し、台所・トイレ等水廻りが既存の住宅に残っている場合は除く。） 

  ③販売又は賃貸を目的とした住宅に対して浄化槽を設置する者。ただし、賃貸借契約のある住宅の賃借人
が浄化槽を設置する場合であって、賃貸人の承認が得られているときは、この限りではない。 

  ④自らの居住の用に供することを目的とする住宅以外の建物に浄化槽を設置する者 

  ⑤居住用部分の延べ床面積の2分の1未満の併用住宅に浄化槽を設置する者 

  ⑥町税を滞納している者 

  ⑦移転補償金等機能回復により浄化槽を設置する者 

 
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し 
②既存の住宅に増築するものは、建築確認通知書の写し 

  ③設置場所の案内図及び配置図 

  ④住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ⑤浄化槽の工事施工見積書及び工事請負契約書の写し 

  ⑥全浄協に登録されたことを証する登録証の写し、登録浄化槽管理票Ｃ票及び浄化槽機能保証制度に基 
   づく保証登録証 

  ⑦排水経路図 
⑧設置する浄化槽の人員算定基準となる住宅の見取り図 

  ⑨型式適合認定書並びに型式適合認定書別添仕様書及び図面 

  ⑩浄化槽設備士免状の写し 

  ⑪みなし浄化槽等の現状写真及び1年以内の法定検査結果書又は直近の清掃記録の写し 

  ⑫町税の納税証明書（未納がない証明書） 

  ⑬誓約書 

  ⑭その他町長が必要と認める書類 

 



（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

  ・提出期限：事業完了後1ヶ月以内又は当該年度の3月15日のいずれか早い日 

    ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の 
   保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

    ②浄化槽法定検査依頼書及び契約書の写し       

  ③工事の施工写真（撤去を含む全工事工程）及び請求書及び領収書の写し 

  ④浄化槽設備士の証するチェックリスト 

  ⑤住民票（町外からの転入者に限る。） 

  ⑥その他町長が必要と認める書類 
 

（９）〔 その他 〕 

  既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限15万円の補助を行っている 

 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｎｏ．４０ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
南知多町 厚生部 環境課 0569-65-0711 内線 133 0569-65-0694 
住  所  〒470-3495 知多郡南知多町豊浜字貝ヶ坪18 担当者氏名 谷川 和亮 

U R L 
http://www.town.minamichita.lg.jp
/main/kankyo/PDF/gappeisyori.pdf 

E-mail kankyo@town.minamichita.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                             （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 332,000 日間賀島 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 414,000 を除く 21～30人槽 補助しない － 
10人槽 548,000 全地域 31～50人槽 補助しない － 

   51人槽以上 補助しない － 
 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数  〕                                        （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
２２ ２５ ４（１）     ５１ 

   ※（ ）内は離島分（内数）                                                    前年度実績基数（２８基） 
 

（３）〔 補助対象地域 〕 

  町内全域（日間賀島を除く） 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

   浄化槽を設置する者及びみなし浄化槽又はくみ取り便所から浄化槽に転換する者のうち、みなし浄化槽
又はくみ取り便所の便槽を撤去するもの 

 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項 
   あるいは第6条の2第1項の規定に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②南知多町内に住所を有しない者（南知多町に居住しようとするものを除く。） 
  ③販売の目的で建築物を建築し、浄化槽を設置する者 

④住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

⑤自ら居住の用に供する部分を含まない建物に浄化槽を設置する者 

  ⑥市町村民税等の滞納、債務不履行がある者 
⑦その他町長が補助金の交付を不適当と認めた者 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①設置場所の案内図 

  ②配置図及び配管図 
③法第5条第1項の規定に基づく審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築基準法第6条1項の

規定に基づく建築確認通知書（し尿浄化槽調書を含む。）の写し 
④見積書及び工事請負契約書の写し 
⑤構造図及び仕様の明記されたカタログ又はその写し 

  ⑥住宅等を借りている者にあっては、賃貸人の承諾書 

  ⑦全国浄化槽推進市町村協議会に登録された浄化槽にあっては、登録証の写しと併せて登録浄化槽   
   管理票（Ｃ票） 

  ⑧浄化槽機能保証制度に基づく保証登録証 

  ⑨浄化槽設備士免状及び小規模合併処理浄化槽施工技術特別講習会修了証書（昭和62年度以前に資格を取
   得した者）の写し 
  ⑩申請者本人の申請時における直近の市町村民税の納税証明書及び南知多町における固定資産税並びに

国民健康保険税の納税証明書又は同意書 

⑪その他町長が必要と認める書類 
 

※みなし浄化槽又はくみ取り便所の便槽を撤去して浄化槽を設置する場合 
①～⑪ 

⑫撤去場所の案内図 

⑬その他町長が必要と認める書類 

 



（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

  ・提出期限：完了の日から起算して30日を経過した日又は当該年度の末日までのいずれか早い日 

    ①法第10条の規定に基づく浄化槽の保守点検及び清掃に係る業務委託契約書の写し（設置者が自ら当該浄
化槽の保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

    ②法第7条及び第11条の規定に基づく浄化槽の法定検査依頼書の副本 

  ③施工写真 

  ④浄化槽設置工事施工者による各種検査項目のチェックリスト 

    ⑤浄化槽使用開始報告書の写し又は浄化槽工事完了報告書の写し 
⑥浄化槽設置工事に係る領収書の写し 
⑦浄化槽使用廃止届出書の写し（既設浄化槽の撤去を伴う場合に限る） 
⑧その他町長が必要と認める書類 
 

※みなし浄化槽又はくみ取り便所の便槽を撤去して浄化槽を設置する場合 
  ①～⑧ 
  ⑨みなし浄化槽又はくみ取り便所の便槽撤去の施工写真 
  ⑩みなし浄化槽又はくみ取り便所の便槽を適正に処理した証拠書類（マニフェスト） 

 

（９）〔 その他 〕 

  みなし浄化槽又はくみ取り便所の便槽の撤去に対する補助金は限度額に9万円を加えた額 

 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．４１ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
美浜町 厚生部 環境課 0569-82-1111 内線 216 0569-82-5423 
住  所  〒470-2492 知多郡美浜町河和字北田面106 担当者氏名 百合草 涼子 
U R L http://town.aichi-mihama.lg.jp/ E-mail kankyo@town.aichi-mihama.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                      （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 332,000 － 11～20人槽 939,000 － 

 7人槽 414,000 － 21～30人槽 1,472,000 － 

10人槽 548,000 － 31～50人槽 2,037,000 － 
   51人槽以上 2,326,000 － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数  〕                                         （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
６０ ３５ ５ １ ２ １ １ １０５ 

                                                                                     前年度実績基数（８５基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・次の区域を除く町内全域内 

  ①美浜緑苑 

  ②大字小野浦（農業集落排水事業処理区） 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①処理対象人員が50人を超えない場合は、別表に掲げる性能要件を満たす環境配慮型浄化槽 
 ②建売の住宅（以下「建売住宅」という。）を購入する者で、当該建売住宅に浄化槽を設置しようとする
 者 

  ③浄化槽が設置された建売住宅（第5条の規定による届け出をした者に限る。）を購入しようとする者 
  ④共有部分に浄化槽を設置する者で、当該共有部分を有する専用部分の区分所有者に対し、当該浄化槽が

この要綱に基づく補助事業により設置されたものである旨の説明をし、かつ、当該区分所有者とともに
当該浄化槽の適正な管理を行う者 

 
    別表  環境配慮型浄化槽の性能要件 

     環境配慮型浄化槽とは、①消費電力基準及び②環境性能を満たす浄化槽とする。 

     ①消費電力基準 

      以下の消費電力基準以下であること。 

      表１ 消費電力の基準                                                    （単位W/h） 

人    槽 通 常 型 BOD10mg/以下 りん除去型 
5  人  槽 47 58 92 
7  人  槽 67 83 100 

n（10人槽以上） n×8.7＋5 n×10.8＋5 n×16＋14 
 

     ②環境性能（ア～エのいずれかを満たすこと） 

      ア 浄化槽の消費電力が表１の消費電力よりもさらに10％以上低減されていること 

      イ 浄化槽本体の大きさがコンパクト化されており、表2の総容量の基準を満たすこと 

      表2  浄化槽の大きさの基準 

人    槽 総容量（ ） 
5  人  槽 2.2 
7  人  槽 3.1 

N（10人槽以上） N×0.45 
           ウ ディスポーザー対応浄化槽であること 

      エ プラスチックを主材料とする浄化槽であって、製品全体の構成部品に含まれるプラスチック 

        の全重量に占める再生プラスチックの重量割合が、ポストコンシューマ材料の場合は25％ 

        以上、プレコンシューマ材料の場合は50％以上であること。 

        ただし、再生プラスチックにポストコンシューマ材料とプレコンシューマ材料を併せて使用 

        する場合は、以下の式による 

プレコンシューマ材料重量 
(％)×1/2 ＋ 

ポストコンシューマ材料重量 
(％) ≧25 

プラスチック全重量 プラスチック全重量 



（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項 
   に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②住宅等を借りている者で、所有者の承諾が得られない者 

  ③建売住宅を建築又は改築する者で、当該建売住宅に浄化槽を設置しようとする者 

  ④市町村税を滞納している者 

  ⑤公共事業の実施に伴う移転補償金により浄化槽を設置する者 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書（し尿浄化槽調書添付）の写し 
  ②市町村税の未納のない証明書、市町村税の完納証明書又はそれらに準ずる書類（転入しようとする者も

同様に前住所地での市町村税の未納のない証明書、市町村税の完納証明書又はそれらに準ずる書類を添
付） 

  ③設置場所の案内図（都市計画図1/2500又は住宅地図の写しへ明記） 

  ④配置図及び配管図（排水路等への接続方法と位置を明記・図示する） 

  ⑤見積書及び工事請負契約書の写し 

  ⑥構造図及び仕様の明記されたカタログ又はその写し 

  ⑦全国浄化槽推進市町村協議会に登録された浄化槽にあっては浄化槽メーカー等の登録証の写し、登録浄
化槽管理票（Ｃ票）及び保証登録証 

  ⑧浄化槽設備士免状及び小規模合併処理浄化槽施工技術特別講習会修了証書（昭和62年以前に資格を取
得した者）の写し 

  ⑨住宅等を借りている者は、所有者の承諾書 

  ⑩その他町長が必要と認める書類 
 
 ※みなし浄化槽を撤去して浄化槽を設置する場合 

  ①みなし浄化槽であることがわかる証拠書類 

  ②審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は、建築確認通知書（し尿浄化槽調書添付）の写し 
  ③市町村税の未納のない証明書、市町村税の完納証明書又はそれらに準ずる書類（転入しようとする者も

同様に前住所地での市町村税の未納のない証明書、市町村税の完納証明書又はそれらに準ずる書類を添
付） 

  ④撤去場所及び設置場所の案内図（都市計画図1/2500又は住宅地図の写しへ明記） 

  ⑤撤去みなし浄化槽の配置図及び配管図（排水路等への接続方法と位置を明記・図示する） 

  ⑥配置図及び配管図（排水路等への接続方法と位置を明記・図示する） 

  ⑦撤去費に係る見積書 

  ⑧設置に係る見積書及び工事請負契約書の写し 

  ⑨設置に係る構造図及び仕様の明記されたカタログ又はその写し 

  ⑩全国浄化槽推進市町村協議会に登録された浄化槽にあっては浄化槽メーカー等の登録証の写し、登録浄
化槽管理票（Ｃ票）及び保証登録証 

⑪浄化槽設備士免状及び小規模合併処理浄化槽施工技術特別講習会修了証書（昭和62年以前に資格を取
得した者）の写し 

  ⑫住宅等を借りている者は、所有者の承諾書 

  ⑬その他町長が必要と認める書類 
 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

  ・提出期限：事業完了後30日以内又は、当該年度2月末日のいずれか早い期日 

    ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の 
   保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

    ②浄化槽法第57条に規定する指定検査機関に法定検査を依頼したことを証する書類 

  ③浄化槽設置工事の施工写真 
  ④浄化槽設備士が確認したチェックリスト 

⑤浄化槽使用開始報告書の写し又は浄化槽工事完了報告書の写し 

  ⑥浄化槽設置工事に係る領収書又はその写し 
  ⑦その他町長が必要と認める書類 
 

 ※みなし浄化槽を撤去して浄化槽を設置する場合 

  ①～⑦ 
⑧みなし浄化槽撤去工事の施工写真 

  ⑨みなし浄化槽を適正に処理した証拠書類（マニフェスト） 
  ⑩みなし浄化槽廃止届（愛知県受理済み）の写し 
 



（９）〔 その他 〕 

  ①みなし浄化槽から浄化槽へ転換する場合、撤去費補助として、上限9万円の補助を行っている 
  ②処理対象人員が50人を超える浄化槽を設置する場合にあっては、事前協議を要する 
 
 
※建売住宅の場合は申請方法が異なりますので、浄化槽を着工する前に担当窓口までお問い合わせください 
 
※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ｎｏ．４２ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
武豊町 生活経済部 環境課 0569-72-1111 内線 352 0569-72-1326 
住  所  〒470-2392 知多郡武豊町字長尾山2 担当者氏名 井  上 
U R L http://www.town.taketoyo.lg.jp/ E-mail kankyo@town.taketoyo.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                        （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
    5人槽 332,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 6～7人槽 414,000 － 21～30人槽 補助しない － 

8～10人槽 548,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数  〕                                         （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
４ １ １     ６ 

                                      前年度実績基数（３基） 
（３）〔 補助対象地域 〕                                                  

  市街化調整区域（農業集落排水事業認可区域を除く） 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

   現に使用している既存のみなし浄化槽又は汲取便槽を廃止して、処理対象人員10人以下の浄化槽を設置
しようとする者 

   
（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第5条第1項に基づく設置の届出の審査を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②新増築住宅建築に伴い浄化槽を設置する者。この場合において、新増築住宅とは、新築、増築を行う際
に、建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項に基づく確認を必要とする住宅をいう。 

③専用住宅等以外の建築物に附帯する浄化槽を設置する者 

  ④専用住宅を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ⑤町税を滞納している者 

   

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 
①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し 

  ②設置場所の案内図 

  ③専用住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ④工事請負契約書の写し 

  ⑤登録証の写し、登録浄化槽管理票Ｃ票 

  ⑥保証登録証 

  ⑦みなし浄化槽等の現況写真 
⑧前各号に掲げるもののほか町長が必要と認める書類 

 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

  ・提出期限：事業完了後1ヶ月以内又は当該年度の3月15日のいずれか早い期日 

    ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の 
   保守点検又は清掃を行う場合にあっては,自ら行うことができることを証明する書類） 

    ②浄化槽法定検査契約書の写し及び浄化槽法定検査依頼書の副本      

  ③工事写真 

  ④前各号に掲げるもののほか町長が必要と認める書類 

 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 
 
 
 

 

 

 



Ｎｏ．４３ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
幸田町 建設部 下水道課 0564-63-5128 直  通 0564-63-5129 
住  所  〒444-0192 額田郡幸田町菱池字元林1-1 担当者氏名 安 藤 
U R L http://www.town.kota.lg.jp/ E-mail gesuido@town.kota.lg.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                      （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 398,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 462,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 583,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数  〕                                         （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
 ２      ２ 

                                                                                   前年度実績基数（２基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

 ・次の区域を除く区域 

  ①公共下水道事業認可区域 

  ②農業集落排水事業処理区域 

  ③その他町長が指定する区域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、平成4年10月30日付衛浄第34
号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める浄化槽設置整備事業における
国庫補助指針が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの 

  ②10人槽以下の浄化槽 

  ③住宅（主に住居の用に供する建築物又は延べ床面積の2分の1以上を居住の用に供する建築物）飲食店  
     及びこれらに類すると町長が認める建築物に浄化槽を設置する者又は浄化槽付建売住宅の購入者 

 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項  
   の規定に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②建物又は土地を借りている者で、貸主の承諾が得られない者 

  ③販売の目的で浄化槽付住宅を建築（改築を含む）する者 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し 

  ②配置図及び排水経路図 

  ③設置場所の案内図 

  ④浄化槽設置工事見積書の写し 

  ⑤建物又は住宅等を借りている者は、貸主の承諾書 

  ⑥住宅を建売者から購入した場合は、その契約書の写し 

  ⑦その他町長が必要と認める書類 

 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：事業完了後1ヶ月以内又は当該年度3月10日のいずれか早い期日 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し 

  ②浄化槽法定検査依頼書の写し 

  ③浄化槽の設置に要した費用の領収書及び請求書の写し 

  ④施工の写真 

  ⑤その他町長が必要と認めるもの 

 

（９）〔 その他 〕 

既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯蓄槽など）に上限7万5千円の補助を行っている 

 

 



Ｎｏ．４４ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
設楽町 生  活  課 0536-62-0522 直  通 0536-62-1675 
住  所  〒441-2301 北設楽郡設楽町田口字辻前14 担当者氏名 加藤 重人 

 U R L http://www.town.shitara.lg.jp / E-mail seikatsu@town.shitara.lg.jp 
 

（１）〔 補助金額 〕                                                                          （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
   5人槽 398,000 － 11～20人槽 補助しない － 

6～ 7人槽 462,000 － 21～30人槽 補助しない － 

8～10人槽 583,000 － 31～50人槽 補助しない － 
 

 

  51人槽以上 補助しない － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数  〕                                        （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
 １０      １０ 

                                                                                      前年度実績基数（８基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   農業集落排水事業実施区域以外の地域 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

     浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1項に規定する浄化槽で、平成16年6月29日付環廃対発第040629
005号環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部長通知「浄化槽設置整備事業の実施について」の別紙「浄
化槽設置整備事業実施要綱の第3の(2)｢事業の対象となる浄化槽等目標基準｣に適合するもの 

   

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項 
   に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③販売又は賃貸借の目的で建築された住宅に浄化槽を設置しようとする者 

  ④既に補助金が交付されている者 

  ⑤町税等を滞納している者 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し 

  ②設置場所の位置図 

  ③配置・配管図及び排水経路図 

  ④誓約書 

  ⑤浄化槽設置工事見積書、契約書の写し及び設置工事の工程表 

  ⑥住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ⑦全国浄化槽推進市町村協議会登録証の写し及び登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

  ⑧（一社）全国浄化槽団体連合会浄化槽機能保証制度による保証登録証 

  ⑨工場生産浄化槽認定シート 

  ⑩浄化槽設備士免状の写し及び施工技術特別講習会修了書の写し 

  ⑪その他町長が必要と認める書類 

 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：事業完了の日から起算して10日を経過した日又は翌年の4月10日のいずれか早い期日 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の 
   保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類）  

  ②浄化槽法定検査依頼書の副本及び浄化槽法定検査契約書の写し  

  ③浄化槽設備士が施工状況を確認したことを証する工事チェックリスト  

  ④施工の写真 

  ⑤浄化槽の設置に要した費用の請求書及び領収書の写し 

  ⑥その他町長が必要と認める書類 

 

 

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 



Ｎｏ．４５ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
東栄町 事  業  課 0536-76-1813 直  通 0536-76-1428 
住  所  〒449-0292 北設楽郡東栄町本郷字上前畑25 担当者氏名 佐々木 涼 
U R L http://www.town.toei.aichi.jp E-mail jigyou@town.toei.aichi.jp 

 

（１）〔 補助金額 〕                                                                      （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽 398,000 － 11～20人槽 補助しない － 

 7人槽 462,000 － 21～30人槽 補助しない － 

10人槽 583,000 － 31～50人槽 補助しない － 
   51人槽以上 補助しない  

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数  〕                                         （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
２ ５      ７ 

                                                                                      前年度実績基数（２基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   特定環境保全公共下水道整備地域及び予定地域並びに農業集落排水事業地域及び予定地域を除く地域 
 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 
 

（５）〔 補助対象条件 〕 

  ①浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、平成4年10月30日付衛浄第34
号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める浄化槽設置整備事業における
国庫補助指針が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの 

  ②10人槽以下の浄化槽 

  ③専用住宅（一部店舗等の併用住宅を含む） 
 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項 
   の規定に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③販売の目的で浄化槽付住宅を建築する者 

  ④既に補助金が交付されている者 

  ⑤町税等を滞納している者 
  ⑥町内に住所を有しない者 
 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し 

  ②配置図及び排水経路図 

  ③住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ④浄化槽設置工事見積書、契約書の写し 

  ⑤浄化槽機能保証制度に基づく保証登録証 

  ⑥浄化槽設備士免状の写し 

  ⑦登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

  ⑧設置する浄化槽の維持管理を適正に実施する旨の浄化槽法定検査等実施誓約書 

  ⑨公共下水道事業及び農業集落排水事業が計画された場合の下水道接続誓約書 

  ⑩浄化槽7条検査手数料の払込金受領書または振込金受取書の写し 
⑪その他町長が必要と認める書類 
 

（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：事業完了後1ケ月以内又は当該年度3月10日のいずれか早い日 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の 
   保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書の副本 

  ③施工の写真 

  ④浄化槽法定検査契約書の写し 

  ⑤浄化槽の設置に要した費用の請求書及び領収書の写し 

  ⑥浄化槽設備士の証するチェックリスト 

  ⑦その他町長が必要と認める書類 



Ｎｏ．４６ 

市町村名 担当部課名 T E L 直通・内線 F A X 
豊根村 住  民  課 0536-85-1313 直  通 0536-85-5005 
住  所  〒449-0403 北設楽郡豊根村下黒川字蕨平2 担当者氏名 熊瀧 光 

 U R L http://www.vill.toyone.aichi.jp/ E-mail jyumin@vill.toyone.lg.jp 
 

（１）〔 補助金額 〕                                                                       （単位：円） 

人槽区分 限度額 特定地域 人槽区分 限度額 特定地域 
 5人槽  720,000 － 11～20人槽 1,200,000 － 

 7人槽  880,000 － 21～30人槽 1,500,000 － 

10人槽 1,160,000 － 31～40人槽 1,800,000 － 
   41～50人槽 2,100,000 － 

 

（２）〔 平成３０年度の補助計画基数  〕                                        （単位：基） 
5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 

 １０      １０ 
                                                                                前年度実績基数（４基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

   全地域内 

 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

 

（５）〔 補助対象条件 〕 

   浄化槽法（昭和58年法律第43号）第2条第1号に規定する浄化槽であって、平成4年10月30日付衛浄第34号
厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課浄化槽対策室長通知に定める浄化槽設置整備事業における国庫
補助指針が適用されるものにあっては、同指針に適合するもの 

 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第6条第1項 
   の規定に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

  ②住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

  ③村内に住所をおき1年以上居住していない者 

 

（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し 

  ②設置場所の案内図 

  ③住宅等を借りている者は、賃貸人の承諾書 

  ④登録浄化槽管理票Ｃ票及び登録証の写し 

  ⑤その他村長が必要と認める書類 

  ⑥検査手数料の振込証明書の写し 

 
（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：事業完了後1ヶ月以内又は当該年度3月10日のいずれか早い期日 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化槽の 
   保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

  ②浄化槽法定検査依頼書の写し及び工事写真 

  ③浄化槽の設置に要した費用の請求書及び領収書の写し 

  ④その他村長が必要と認める書類 

 

  

※上記以外で不明な点があれば、担当窓口までお問い合わせください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


